
 

 

 

七ヶ浜町地域防災計画 新旧対照表（案） 

 

〔風水害対策編〕 

 

令和 5 年 2 月 

 

 

七ヶ浜町防災会議 
 



１ 

 

七ヶ浜町地域防災計画[風水害対策編] 新旧対照表（案） 

 

頁 現行（令和 2年 3月） 修正後 備考 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 災害予防対策 

第１節 風水害等に強い町土づくり 

第１．風水害防災対策の整備 

１．目的 

（略） 

これらの水害等の軽減を図るため、排水路等の整備促進を

図る共に、風水害防災体制並びに情報伝達体制の強化によ

り、風水害予防対策を推進する。 

①水防管理団体の責務 

 

（追加） 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

４．水防活動体制の整備 

（２）水防応急資機材等の整備・充実 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

第１章 災害予防対策 

第１節 風水害等に強い町土づくり 

第１．水害予防対策 

１．目的 

（略） 

これらの水害等の軽減を図るため、排水路等の整備促進を

図るなど、水害を予防するために必要な事業の施行又は施設

の整備、その他の対策に関する計画を定める。 

①水防管理団体の責務 

 

２．水防管理団体の責務 

 

３．気象、水位等の観測 

災害時はもとより、常時、河川及び海岸の状況を把握し、緊

急時に備えるために、必要な箇所に雨量、水位、流量、風、潮

位、波浪の観測施設を設置して観測を行う。 

また、観測機関相互の情報交換、連携に努める。 

 

４．水防活動体制の整備 

（２）水防応急資機材等の整備・充実 

 

６．水防計画の作成 

水防管理団体（町）の管理者が、水防計画を作成するときは

次の事項について考慮する。 

●水防活動組織及び活動体制の確立 

●河川管理施設の管理及び操作 

●重要水防箇所及び指定河川洪水予報、水防警報等の区域の指定 

●水防施設及び水防資機材の整備 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 

記述の適

正化 

記述の適

正化 

 

 

 

 

 

記述の適

正化 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 



２ 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

●気象、水象の観測及び通報等の活用 

●通信連絡体制及び水防標識等の整備 

●水防活動従事者の安全確保 

●他の水防機関との協力及び応援体制（河川管理者の同意及び協力を含む） 

●その他水害を予防するための措置 

 

７．農地防災対策及び農地保全対策 

町は、災害に対処するため、農業用排水施設の整備、決壊し

た場合に影響が大きいため池における補強対策や統廃合、低・

湿地域における排水対策等農地防災対策及び農地保全対策を推

進する。 

また、農業用ため池について、施設管理者と調整の上、防災重

点ため池のハザードマップの作成や公表等、関係住民への適切

な情報提供を図る。 

 

８．大規模氾濫減災協議会を活用した連携体制の構築 

複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽

減させるための洪水氾濫による被害を軽減するためのハード・

ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的として

「大規模氾濫減災協議会」、「県大規模氾濫減災協議会」等を活

用し、国、県、市町村、河川管理者、水防管理者に加え、公共

交通事業者、メディア関係者、利水ダム管理者等の多様な関係

者で、密接な連携体制を構築する。 

 

９．雨水出水浸水想定区域の指定 

町は、雨水出水特別警戒水位に到達した旨の情報を提供する

公共下水道等の排水施設として指定した排水施設等について、

想定し得る最大規模の降雨により排水施設に雨水を排除できな

くなった場合又は排水施設から河川等に雨水を排水できなくな

った場合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域とし

て指定し、指定の区域及び浸水した場合に想定される水深、浸

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 



３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

第２．高潮、波浪等災害予防対策 

１．目的 

高潮、津波等の災害を予防するために必要な事業の施行又は

施設の整備、その他の対策に係る計画を定める。 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水継続時間等を公表するとともに、都道府県知事にあっては関

係市町村の長に通知するものとする。 

 

１０．超過洪水対策 

町は、高規格堤防の整備等、超過洪水対策を推進する。 

 

第２．高潮、波浪等災害予防対策 

１．目的 

高潮、波浪等の災害を予防するために必要な事業の施行又は

施設の整備、その他の対策に係る計画を定める。 

 

３．国土保全事業の施行 

町は、高潮災害のおそれのある区域について、それぞれ必要

に応じて、各沿岸地域の自然特性、社会経済特性等の現状を把

握するための基礎調査を行い、高潮による浸水が想定される区

域を明らかにし、施設整備、警戒避難体制等が有機的に連携し

た高潮防災対策を推進する。また、港湾における高潮・高波・

暴風リスクを低減するため、タイムラインの考え方を取り入れ

た防災・減災対策を推進する。 

 

（１）海岸保全事業の施行 

町は、高潮発生の際に、被害の拡大を防ぎ、防災機能を高

めるために、面的防護方式のような複数の施設を有機的に連

携させる方式等、地形的条件等を考慮しつつ、海岸保全施設

の整備を推進する。 

①農地海岸保全 

農地海岸の背後農地と、そこで展開される農業生産活動を

守るため、海岸保全施設整備事業を施行する。 

②港湾海岸保全 

港湾区域に係る港湾施設整備並びに海岸保全施設整備事業

を実施する。また、近年の高波災害を踏まえ、耐波性能の照

査や既存施設の補強を推進する。 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

第３．土砂災害予防対策 

２．土砂災害危険箇所の公表 

町は、土砂災害を被るおそれのある場所を地域防災計画に掲

載するとともに、防災マップの作成、広報紙、チラシ等の配布、

説明会の開催、現場への標識・標柱の設置等により継続的に周

辺住民に対し周知徹底を図る。さらには、現場への標識・標柱

の設置等により周辺住民に対し周知徹底を図り、円滑な警戒避

難が行われるよう努める。 

 

③建設海岸保全 

建設海岸における海岸保全施設を整備するため、必要な海

岸保全事業を施行する。 

④漁港海岸保全 

海岸保全基本計画に基づき、漁港区域内の海岸保全施設を

整備するため、海岸保全事業を施行する。 

（２）海岸防災林の造成 

飛砂・潮害等の防止や、津波流速の減殺等海岸防災林が持

つ機能を十分に発揮するよう、防潮工等の治山施設及び森林

の造成や保育管理等の治山事業を施行する。 

 

４．海岸保全区域の指定 

高潮、波浪等から海岸を防護するため、又は海岸保全施設を

防護するため必要があるときは、防護すべき海岸区域を海岸保

全区域として指定し、土石の採取、掘削その他の行為を制限又

は禁止するなどの措置を講じ、海岸の維持管理の万全を期す

る。 

 

５．応急資機材の整備等 

高潮、波浪等の災害応急資機材の整備は、水防計画に定める。 

 

 

 

第３．土砂災害予防対策 

２．土砂災害防止のための啓発活動 

町は、土砂災害危険箇所や土砂災害警戒区域等、被害の発生

するおそれのある場所を地域防災計画に掲載するとともに、防

災マップの作成、広報紙、パンフレットの配布、説明会の開催、

現場への標識・標柱の設置等により継続的に周辺住民に対し周

知徹底を図る。さらには、避難情報の発令時や土砂災害の発生時に

求められる住民の避難行動について周知徹底を図り、円滑な警戒

避難が行われるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 

 

 



５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等に関しては県

が調査を行い、必要な箇所の地域指定を実施するとともに関係

者に周知徹底を図る。 

 

（１）現況 

町内の土砂災害特別警戒区域指定箇所は、７箇所となって

いる。 

自然現象の種類 渓流又は箇所名 所在地 

土石流 白坂沢 花渕浜字白坂 

急傾斜地の崩壊 古舘 花渕浜字古舘、字寺坂 

急傾斜地の崩壊 天神堂 花渕浜字天神堂 

急傾斜地の崩壊 後田 松ヶ浜字浜屋敷、字洞坂 

急傾斜地の崩壊 汐見台の２ 汐見台三丁目 

急傾斜地の崩壊 坂口 松ヶ浜字謡 

急傾斜地の崩壊 後田２ 松ヶ浜字後田、字浜屋敷、字西沢田 

（資料：土砂災害警戒区域指定箇所・宮城県公式ウエブサイト平

成２９年２月） 

 

３．急傾斜地崩壊対策事業の推進 

（１）現況 

町内の急傾斜地崩壊危険箇所は 22箇所となっている。 

《急傾斜地崩壊危険箇所（自然斜面１）》 

箇所名 

位置 地形 人

家

戸

数 

公共的建物 公共施設 
急傾斜地

崩壊 

危険区域の指定 
大字 小字 

延

長 

傾斜

度 

高

さ 
種類 数 種類 

数

量 

舛 形 湊 浜 舛 形 160 75 12 17 － － － － － 

熊 野 湊 浜 熊 野 70 52 8 11 神社 1 － － － 

後 田 松 ヶ

浜 

後 田 
90 55 9 5 

集会所 
1 － － － 

韮ヶ森 菖 蒲

田 浜 

韮 ヶ

森 
530 78 10 61 

－ 
 町道 50 － 

浜伊場 菖 蒲

田 浜 

浜 伊

場 
75 43 6 7 

－ 
－ － － － 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．急傾斜地崩壊対策事業の推進 

（１）現況 

町内の急傾斜地崩壊危険箇所は 22箇所となっている。 

《急傾斜地崩壊危険箇所（自然斜面１）》 

箇所名 
位置 地形 人家

戸数 

土砂災害警戒区域

告示年月日 大字 小字 延長 傾斜度 高さ 

舛 形 湊 浜 舛 形 195 9 48 15 19/03/26 

熊 野 湊 浜 熊 野 180 12 46 28 19/03/26 

後 田 松 ヶ 浜 後 田 112 10 46 2 17/02/28 

韮 ヶ 森 菖蒲田浜 韮 ヶ 森 491 14 48 18 17/12/26 

浜 伊 場 菖蒲田浜 浜 伊 場 138 5 48 2 17/12/26 

牛 ノ 鼻 木 菖蒲田浜 牛ノ鼻木 81 5 53 2 17/12/26 

上ノ山の１ 花 渕 浜 上 ノ 山 160 90 20 12 － 

上ノ山の２ 花 渕 浜 上 ノ 山 223 8 47 6 20/03/27 

古 舘 花 渕 浜 古 舘 114 6 67 4 17/02/28 

天 神 堂 花 渕 浜 天 神 堂 56 8 49 2 17/02/28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実態に合

わせ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

牛ノ鼻

木 

菖 蒲

田 浜 

牛ノ

鼻木 
160 66 6 10 

－ 
－ － － － 

上 ノ 山

の １ 

花 渕

浜 

上 ノ

山 160 90 20 12 

郵便局 

1 県道 60 

急

82/05/18 

625 

上 ノ 山

の ２ 

花 渕

浜 

上 ノ

山 250 80 10 15 

旅館 

1 町道 90 

急

82/05/18 

625 

古 舘 花 渕

浜 

古 舘 
260 60 6 6 

幼稚園 

寺院 

1 

1 
－ － － 

天神堂 花 渕

浜 

天 神

堂 
85 46 5 8 

－ 
－ － － － 

清水の

１ 

代 ヶ

崎 浜 

西 八

ヶ 森 

300 70 20 18 

公民館 

消 防 ポ

ン プ 車

置場 

漁 協 支

所 

1 

1 

 

1 

町道 200 
82/05/18 

626 

清水の

２ 

代 ヶ

崎 浜 

清 水 

360 52 23 36 － － 町道 500 

急

86/03/14 

298 

土浜の

１ 

代 ヶ

崎 浜 

土 浜 
110 70 10 5 － － 町道 60 － 

影田の

１ 

代 ヶ

崎 浜 

影 田 
80 83 12 6 － － － － － 

影田の

２ 

代 ヶ

崎 浜 

影 田 
80 83 12 6 － － － － － 

小 友 東 宮

浜 

小 友 

138 48 14 9 － － 町道 60 

急

94/03/25 

295 

鶴ヶ湊 東 宮

浜 

鶴 ヶ

湊 
90 75 9 10 － － 町道 90 － 

東宮浜 東 宮

浜 

上 ノ

台 
120 70 6 6 － － － － － 

鶴 ヶ 湊

の ２ 

東 宮

浜 

丑 山 
152 60 18 8 － － － － － 

清 水 の １ 代ヶ崎浜 西八ヶ森 300 70 20 18 － 

清 水 の ２ 代ヶ崎浜 清 水 360 52 23 36 － 

土 浜 の １ 代ヶ崎浜 土 浜 180 13 53 2 19/03/26 

影 田 の １ 代ヶ崎浜 影 田 108 9 41 6 19/03/26 

影 田 の ２ 代ヶ崎浜 影 田 105 7 50 0 17/12/26 

小 友 東 宮 浜 小 友 170 12 47 5 19/03/26 

鶴 ヶ 湊 東 宮 浜 鶴 ヶ 湊 90 75 9 10 － 

東 宮 浜 東 宮 浜 上 ノ 台 245 6 50 7 19/03/26 

鶴ヶ湊の２ 東 宮 浜 丑 山 305 14 51 9 19/03/26 

要 害 の ３ 東 宮 浜 要 害 286 9 44 11 17/12/26 

要 害 東 宮 浜 要 害 210 8 46 10 19/03/26 

要 害 の ２ 東 宮 浜 左 道 374 7 54 11 19/03/26 

（資料：仙台土木事務所・急傾斜地崩壊危険箇所調査調書令和 5年 1月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要害の

３ 

東 宮

浜 

要 害 
135 65 8 9 － － － － － 

要 害 東 宮

浜 

要 害 
113 55 7 6 － － 町道 100 

94/03/25 

295 

要害の

２ 

東 宮

浜 

左 道 
300 70 10 8 － － － － － 

（資料：仙台土木事務所・急傾斜地崩壊危険箇所調査調書平成 17年３月） 

 

４．治山対策 

（１）現況 

《山腹崩壊危険地区》 

地区名 
人家

数 

公共

施設

の種

類 

公共

施設

の数

量 

道路 

の種

類 

道路 

の数

量 

危険

地区

面積 

傾斜 

の平

均 

進捗

状況 

保安

林等 

調査

年 

代 ヶ 崎

浜 

字 八 ヶ

森 

91 － － 

県道 

市町

村道 

1,700 2 31.7 
一部

概成 
有 Ｓ61 

東 宮 浜

字 

鶴ヶ湊 

5 
漁港

施設 
１ 

市町

村道 
100 1 40.5 無 有 Ｈ21 

（資料：仙台地方振興事務所・山腹崩壊危険地区平成 20年 10月） 

 

（２）治山対策 

森林の維持造成を通じて山地に起因する災害から住民の人

命・財産の保全を図り、暮らしの安全性を確保するため、国

及び県が行う土留め工事、落石防止策などの地産施設の設置

や保安林の有する落石防止などの防災機能を維持、強化させ

るため山林の整備等の対策工事の促進を要請するとともに、

必要に応じて協力する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．治山事業 

（１）現況 

《山腹崩壊危険地区》 

地区名 
人家

数 

公共

施設

の種

類 

公共

施設

の数

量 

道路 

の種

類 

道路 

の数

量 

危険

地区

面積 

傾斜 

の平

均 

進捗

状況 

保安

林等 

調査

年 

代 ヶ 崎

浜 

字 八 ヶ

森 

100 － － 

県道 

市町

村道 

1,700 2 31.7 
一部

概成 
有 Ｓ61 

東 宮 浜

字 

鶴ヶ湊 

2 
漁港

施設 
１ 

市町

村道 
100 1 40.5 無 有 Ｈ21 

（資料：仙台地方振興事務所・山腹崩壊危険地区平成 30年 4月） 

 

（２）治山対策 

森林の維持造成を通じて山地に起因する災害から住民の人

命・財産の保全を図り、暮らしの安全性を確保するため、町

は、山地災害危険地区等における治山施設の整備等のハード

対策と、山地災害危険地区に係る監視体制の強化、情報提供

等のソフト対策の一体的な実施や、地域の避難体制との連携

による減災効果の向上を図るとともに、森林の整備・保全の

推進により、山地災害の発生防止に努める。特に、尾根部か

らの崩落等による土砂流出量の増大、流木災害の激甚化、広

域にわたる河川氾濫等、災害の発生形態の変化等に対応する

 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （追加） 

 

 

 

 

第４．土砂災害防止法に基づく被害防止対策 

１．土砂災害警戒区域等の指定 

町は、県が土砂災害のおそれのある区域を「土砂災害警戒区

域（以下「警戒区域」という。）、土砂災害特別警戒区域（以下

「特別警戒区域」という。）」として指定するにあたり、県に対

して必要な情報提供を行う。 

なお、現在は特別警戒区域７箇所が指定されている。 

 

 （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ため、流域治水の取組と連携しつつ、土砂流出の抑制、森林

土壌の保全強化、流木対策等を推進するものとする。また、

山地災害危険地区については、現地の状況を踏まえて見直し

を進め、市町村に対して周知するとともに、大雨等の後に

は、随時連携し、現地調査を実施する。 

 

５．盛土による災害防止 

町は、盛土による災害防止に向けた総点検等を踏まえ、危険

が確認された盛土について、各法令に基づき、速やかに撤去命

令等の是正指導を行うものとする。 

 

第４．土砂災害防止法に基づく被害防止対策 

１．土砂災害警戒区域等の指定 

町は、県が土砂災害のおそれのある区域を「土砂災害警戒区

域（以下「警戒区域」という。）、土砂災害特別警戒区域（以下

「特別警戒区域」という。）」として指定するに当たり、県に対

して必要な情報提供を行う。 

（削除） 

 

（１）現況 

現在は警戒区域 43箇所が指定されている。 

自然現象の種類 渓流又は箇所名 所在地 

土石流 白坂沢 花渕浜字白坂 

急傾斜地の崩壊 舛形 
湊浜字舛形、字砂山、湊浜一丁目、松ヶ

浜字謡 

急傾斜地の崩壊 上ノ山の 2 
吉田浜字浜屋敷、字上ノ台、花渕浜字上

ノ山 

急傾斜地の崩壊 小友 東宮浜字小友、字丑山、字神明 

急傾斜地の崩壊 鶴ヶ湊の 2 東宮浜字丑山、字鶴ヶ湊、字神明 

急傾斜地の崩壊 東宮浜 東宮浜字上ノ台、字浜辺、字前畑 

急傾斜地の崩壊 要害 東宮浜字要害、字小畑 

急傾斜地の崩壊 要害の 2 東宮浜字左道 

急傾斜地の崩壊 影田の 1 代ヶ崎浜字八ヶ森、字前島 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

記述の適

正化 

 

 

 

 

 

 

実態に合

わせ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

急傾斜地の崩壊 影田の 2 吉田浜 

急傾斜地の崩壊 土浜の 1 代ヶ崎浜字土浜、字清水 

急傾斜地の崩壊 要害の 3 東宮浜字要害 

急傾斜地の崩壊 古舘 花渕浜字古舘、字寺坂 

急傾斜地の崩壊 天神堂 花渕浜字天神堂 

急傾斜地の崩壊 熊野 湊浜字熊野、字砂山、字船戸、字沼前 

急傾斜地の崩壊 韮ヶ森 菖蒲田浜字韮ヶ森 

急傾斜地の崩壊 浜伊場 菖蒲田浜字浜伊場 

急傾斜地の崩壊 牛ノ鼻木 菖蒲田浜字牛ノ鼻木 

急傾斜地の崩壊 後田 1 松ヶ浜字浜屋敷、字洞坂 

急傾斜地の崩壊 東宮浜 東宮浜字丑山 

急傾斜地の崩壊 花渕浜 花渕浜字鹿野 

急傾斜地の崩壊 汐見台の 1 汐見台六丁目、七丁目 

急傾斜地の崩壊 汐見台の２ 汐見台三丁目 

急傾斜地の崩壊 坂口 松ヶ浜字謡 

急傾斜地の崩壊 後田２ 松ヶ浜字後田、字浜屋敷、字西沢田 

急傾斜地の崩壊 立花 代ケ崎浜字立花、字影田、字北待田 

急傾斜地の崩壊 土浜の 2 代ケ崎浜字土浜 

急傾斜地の崩壊 峯 代ケ崎浜字峯 

急傾斜地の崩壊 鶴ヶ湊の 3 宮城郡七ヶ宿町東宮浜字鶴ヶ湊 

急傾斜地の崩壊 要害の 4 東宮浜字小畑、字御林 

急傾斜地の崩壊 観音堂 花渕浜字観音堂、字新三月田、字藤ケ沢 

急傾斜地の崩壊 大日堂 花渕浜字大日堂 

急傾斜地の崩壊 向山 花渕浜字上清水沢、字向山 

急傾斜地の崩壊 白坂 花渕浜字白坂、字新五月田 

急傾斜地の崩壊 金色 花渕浜字金色 

急傾斜地の崩壊 笹山 松ヶ浜字笹山 

急傾斜地の崩壊 境山 境山二丁目 

急傾斜地の崩壊 影田 代ケ崎浜字影田、字八ケ森 

急傾斜地の崩壊 向田 
代ケ崎浜字向田、字新南待田、吉田浜字

神明 

急傾斜地の崩壊 浜屋敷 花渕浜字上ノ山 

急傾斜地の崩壊 五月田 花渕浜字五月田 

急傾斜地の崩壊 四月田 花渕浜字安場、字観音堂 

急傾斜地の崩壊 高山の 2 花渕浜字高山、字新五月田 
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（１）土砂災害特別警戒区域 

（略） 

 

 

 

第５．風雪害予防対策 

（追加） 

風雪に伴う道路交通障害等を未然に防ぐため、県、町及び防

災関係機関は、除雪体制の強化を図り、総合的な雪に強いまち

づくりを推進し、積雪期の被害の軽減を図る。 

 

（追加） 

道路管理者は、集中的な大雪時においても、道路ネットワー

ク全体としてその機能への影響を最小限とするために、地域の

実情に応じて待避所等の整備等を行うよう努める。 

また、道路管理者は、集中的な大雪に対し、通行止め時間の

最小化を図る目的に関係機関と調整の上、計画的・予防的な通

行規制を行い、集中的な除雪作業に努める。 

 

 

 

 

第６．農林水産業災害予防対策 

（追加） 

 

 

 

 

 ２．防災措置等 

（１）農地、農業用施設の災害の防止 

（資料：土砂災害警戒区域指定箇所・宮城県公式ウエブサイト令和５年１月） 

 

（２）土地利用の適正化 

（略） 

 

 

 

第５．風雪害予防対策 

１．目的 

風雪に伴う道路交通障害等を未然に防ぐため、県、町及び防

災関係機関は、除雪体制の強化を図り、総合的な雪に強いまち

づくりを推進し、積雪期の被害の軽減を図る。 

 

２．集中的な大雪時の対応 

道路管理者は、集中的な大雪時においても、人命を最優先に

幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避することを基本

的な考え方として、計画的・予防的な通行止め、滞留車両の排

出を目的とした転回路の整備等を行うよう努める。 

また、道路管理者は、集中的な大雪に対し、人命を最優先に

幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避することを基本

的な考え方として、車両の滞留が発生する前に関係機関と調整

の上、計画的・予防的な通行規制を行い、集中的な除雪作業に

努める。 

 

第６．農林水産業災害予防対策 

１．目的 

大規模な災害により、農業、及び水産業の施設等への災害を

最小限に食い止めるため、県、町、各関係機関は、相互に連携

を保ちながら、的確な対応を行う。 

 

 ２．防災措置等 

（１）農地、農業用施設の災害の防止 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

「宮城県

地域防災



１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町は、洪水、土砂災害、湛水等に対して、農地、農業用施

設等を守るため、防災ため池等の整備を進めるほか、洪水防

止などの農業の有する多面的機能を適切に発揮・維持するた

め、「防災重点ため池」を中心としたため池や排水機場等の

農業用用排水施設の点検、整備、更新・補修、老朽ため池の

補強、低・湿地地域における排水対策、降雨等による農地の

浸食対策等について、新たな土地改良長期計画等に則し総合

的に農地防災事業を推進し、災害発生の未然防止を図る。ま

た、既存のため池の貯水量に、消防水利や生活用水等の緊急

防災用水量を付加させるために、ため池の浚渫または嵩上げ

等を行うとともに、緊急時の消防水利や生活用水を確保する

ため、水路や遊水池を整備し、地域の総合的な防災安全度を

高める。 

 

（２）集落の安全確保 

集落の安全確保を図るため、避難路、避難地、延焼遮断

帯、農道、農業集落道、防火活動拠点となる農道、農業集落

道及び農村公園緑地、緊急時に消防用水や生活用水として取

水することができる農業用用排水施設、災害時の情報伝達を

行うために必要な情報基盤施設について、緊急的な利用も考

慮し、整備を推進する。 

 

町は、洪水、土砂災害人命及び公共施設等並びに農地、農

業用施設等を守るため、また、洪水防止等の農業の有する多

面的機能を適切に発揮・維持するため、「防災重点ため池」

を中心としたため池や排水機場等の農業用用排水施設の点

検、整備、更新・改修を、国の新たな土地改良長期計画等に

則し総合的に農地防災事業を推進し、災害発生の未然防止を

図る。また、既存のため池の貯水量に、消防水利や生活用水

等の緊急防災用水量を付加するなど、地域の総合的な防災安

全度を高める。 

 

 

 

 

 

（２）集落の安全確保 

集落の安全確保を図るため、避難路、避難地、延焼遮断

帯、農道、農業集落道、防火活動拠点となる農道、農業集落

道及び農村公園緑地、緊急時に消防用水や生活用水として取

水することができる農業用用排水施設、災害時の情報伝達を

行うために必要な情報基盤施設について、緊急的な利用も考

慮し、整備を推進する。 

 

計画」の

修正 
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地域防災

計画」の

修正 
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第２節 都市の防災対策 

主管部署 建設課、復興推進課、復興整備課 

 

 

第２．土地区画整理事業の推進 

詳細については、地震災害対策編 P.12 第１章 災害予防対

策 第５節 都市の防災対策 

「第２．土地区画整理事業の推進」を準用する。 

 

 

第２節 都市の防災対策 

主管部署 建設課、復興推進課、復興整備課 

 

 

第２．地域防災計画と都市計画との関連への配慮 

詳細については、地震災害対策編 P.12 第１章 災害予防対

策 第５節 都市の防災対策 

「第２．地域防災計画と都市計画との関連への配慮」を準用す

る。 
 

 

実態に合

わせ修正 

 

記述の適

正化 

 

 

 



１２ 
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第３節 建築物等の予防対策 

第２．防災事業の施行 

１．浸水等風水害対策 

（略） 

（追加） 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

（追加） 

第３節 建築物等の予防対策 

第２．防災事業の施行 

１．浸水等風水害対策 

（略） 

また、防水扉及び防水板の整備等建物を浸水被害から守る

ための対策を促進する。 

 

５．文化財の防災対策 

詳細は、地震災害対策編 P.15 第１章 災害予防対策  

第６節 建築物等の耐震化対策 

「第８．文化財の防災対策」を準用する。 

 

７．落下物の防止対策 

町及び建築物の所有者等は、強風による屋根瓦の脱落・飛散

防止を含む落下物の防止対策を図る。 
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第４節 ライフライン施設等の予防対策 

主管部署 総務課、防災対策室、水道事業所 

関係部署 東日本電信電話(株)宮城事業部、 

東北電力(株)塩釜営業所、・東北電力ネットワーク(株)、塩釜ガス㈱、

中南部下水道事務所、仙南仙塩広域水道事務所、仙台市水道局、 

 

第１．目的 

大規模な災害の発生により住民生活に直結する上下水道、電力、

ガス、電話等のライフライン施設が大きな被害を受けた場合、日

常生活や経済活動の場である都市の機能が麻痺し、避難や救援・

救出活動の応急対策を実施する上での大きな支障となるだけでな

く、住民が早期に通常の生活に戻るための大きな足かせとなる。 

このような事態を極力避けるため、ライフライン関係機関にお

いては、大規模な風水害が発生した場合の被害想定を行い、その

第４節 ライフライン施設等の予防対策 

主管部署 総務課、防災対策室、水道事業所 

関係部署 東日本電信電話(株)宮城事業部、 

東北電力(株)塩釜営業所、・東北電力ネットワーク(株)、塩釜ガス㈱、

中南部下水道事務所、仙南仙塩広域水道事務所、仙台市水道局、 

 

第１．目的 

大規模な災害の発生により住民生活に直結する上下水道、電力、

ガス、石油、石油ガス、通信サービス、廃棄物処理施設等のライ

フライン施設が大きな被害を受けた場合、日常生活や経済活動の

場である都市の機能が麻痺し、避難や救援・救出活動の応急対策

を実施する上での大きな支障となるだけでなく、住民が早期に通

常の生活に戻るための大きな足かせとなる。 

このような事態を極力避けるため、ライフライン関係機関にお
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想定結果に基づいて、各施設の被害を最小限に食い止めるための

浸水防止対策、代替施設の確保及び系統の多ルート化、災害時の

復旧体制の整備や資機材の備蓄等を進めるなど、大規模な災害に

よる被害軽減のための諸施策を実施するものとする。 

 

 

第２．水道施設 

１．水道施設の安全性強化等 

●水道事業者は、災害時において、断水等の影響を最小限に食い止め、容易な復

旧を可能とすることを基本として、送水管・配水地・配水管などの基幹施設、

並びに、避難所・医療機関等の重要施設に配水する管路の安全性を確保するた

め、地盤の状況・把握、過去の被害状況を考慮し、施設の新設、改善等を計画

的に整備する。 

●水道事業者は、水道施設のバックアップ機能として、受水の複数化、配水管網

のブロック化を図るとともに、水道事業者間の連絡体制整備を推進する。 

（追加） 

 

 

 

第３．下水道施設 

１．下水道施設計画 

 下水道管理者は、雨水渠、内水排除施設、雨水貯留及び浸透

施設等を計画的に整備し、浸水被害を予防するとともに、水害

に対する下水道施設の安全性の向上に努める。 

町は、汚水管渠マンホール等の水密化、老朽管渠の改良、更

新を計画的に進めるとともに住民への広報を徹底し、安全性の

向上に努める。 

 

 （追加） 

 

 

いては、大規模な風水害が発生した場合の被害想定を行い、その

想定結果に基づいて、各施設の被害を最小限に食い止めるための

浸水防止対策、代替施設の確保及び系統の多ルート化、災害時の

復旧体制の整備や資機材の備蓄等を進めるなど、大規模な風水害

による被害軽減のための諸施策を実施するものとする。 

 

第２．水道施設 

１．水道施設の安全性強化等 

（削除） 
 
 
 
 
 
 
詳細は、地震災害対策編 P.16 第１章 災害予防対策  

第７節 建築物等の耐震化対策 第２．水道施設 

「１．水道施設の耐震性強化」を準用する。 

 

第３．下水道施設 

１．下水道施設計画 

 下水道管理者は、雨水渠、内水排除施設、雨水貯留及び浸透

施設等を計画的に整備し、浸水被害を予防するとともに、水害

に対する下水道施設の安全性の向上に努める。 

町は、汚水管渠マンホール等の水密化、老朽管渠の改良、更

新を計画的に進めるとともに住民への広報を徹底し、安全性の

向上に努める。 

 

 ４．浸水被害の軽減 

町は、特定都市河川流域や浸水被害対策区域において、民間

の雨水貯留施設等の整備と連携して浸水被害の軽減を推進する
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第４．電力施設 

災害時においても電力の供給は重要であり、東北電力ネットワ

ーク(株)塩釜営業所に対しても、災害対策の充実を要望するもの

とする。 

 

３．配電設備 

（追加） 

架空電線路については、電気設備の技術基準に規定されて

いる風圧荷重が地震動による荷重を上回るため、同基準に基

づき、設計を行うものとする。 

 

（追加） 

地中電線路については、地盤条件に応じて、可とう性のあ

る継ぎ手や管路を採用するなど耐震性を配慮した設計を行う

ものとする。 

 

第５．ガス施設 

１．液化石油ガス施設 

（略） 

②（一社）宮城県エルピーガス協会は、日頃から保安啓蒙の一環として、有事の

際の対処方法の周知徹底に努める。その他、液化石油ガス販売事業者相互の支

援体制の充実強化をはじめとした必要な災害予防対策は、長期的に検討推進を

図っていく。また、災害時における保安業務を含めた様々な役割の担い手とし

て、自家発電設備、衛星通信設備、ＬＰガス自動車等を備えた各地域の災害対

応の拠点となる中核充てん所の整備に努める。 

（略） 

 

２．都市ガス施設 

（１）ガス事業法等に基づく対応 

ガス事業者は、「ガス事業法」(昭和 29年法律第 51号）等

ものとする。 

 

第４．電力施設 

災害時においても電力の供給は重要であり、東北電力ネットワ

ーク(株)塩釜電力センターに対しても、災害対策の充実を要望す

るものとする。 

 

３．配電設備 

（１）架空電線路 

架空電線路については、電気設備の技術基準に規定されて

いる風圧荷重が地震動による荷重を上回るため、同基準に基

づき、設計を行うものとする。 

 

（２）地中電線路 

地中電線路については、地盤条件に応じて、可とう性のあ

る継ぎ手や管路を採用するなど耐震性を配慮した設計を行う

ものとする。 

 

第５．ガス施設 

１．液化石油ガス施設 

（略） 

②（一社）宮城県ＬＰガス協会は、日頃から保安啓蒙の一環として、有事の際の

対処方法の周知徹底に努める。その他、液化石油ガス販売事業者相互の支援体

制の充実強化をはじめとした必要な災害予防対策は、長期的に検討推進を図っ

ていく。また、災害時における保安業務を含めた様々な役割の担い手として、

自家発電設備、衛星通信設備、ＬＰガス自動車等を備えた各地域の災害対応の

拠点となる中核充てん所の整備に努める。 

（略） 

 

２．都市ガス施設 

（１）ガス事業法等に基づく対応 

ガス事業者は、「ガス事業法」(昭和 29年法律第 51号）等

 

 

実態に合

わせ修正 
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に基づき、災害によって被災した家屋等においても、都市ガ

ス施設による災害が発生しないように、常日頃から使用者に

対して次の対策を講じるとともに、緊急時連絡体制及び緊急

資機材の整備を図る。 

 

第６．電信・電話施設 

１．設備の災害予防 

電気通信事業者等は、電気通信施設の公共性に鑑み、災害時

においても重要通信を確保できるように平常時から非常用電源

等の整備により設備を強固にし、災害に強く、信頼性の高い通

信設備の設計、設置の推進に努め、県及び市町村の被害想定を

考慮した基幹的設備の地理的分散及び安全な設置場所の確保、

応急復旧機材の配備等を図るとともに、直接的な被害を受けな

かった都市相互の通信が途絶したり、ふくそうしたりしないよ

うに通信網の整備をさらに促進し、電気通信設備の安全・信頼

性強化に向けた取組の推進に努めるものとする。 

 

（１）電気通信施設の防火・水防・豪雪予防対策 

 

２．体制の整備 

日常における防災準備体制の整備を図るとともに、災害時に

おける復旧要員の確保及び広域応援体制の確立を図る。 

（追加） 

 

 

 

 

３．災害用復旧用資機材の確保 

災害発生時の通信を確保し、電気通信設備を迅速に復旧する

ため、災害復旧用資機材の配置・充実を図るとともに、全国か

らの資機材の調達体制の確立を図るものとする。 

（追加） 

に基づき、災害によって被災した家屋等においても、都市ガ

ス施設による災害が発生しないように、常日頃から使用者に

対して次の対策を講じるとともに、緊急時連絡体制及び緊急

資機材の整備を図る。 

 

第６．電信・電話施設 

１．設備の災害予防 

電気通信事業者等は、電気通信施設の公共性に鑑み、災害時

においても重要通信を確保できるように平常時から非常用電源

等の整備により設備を強固にし、災害に強く、信頼性の高い通

信設備の設計、設置の推進に努め、県及び市町村の被害想定を

考慮した基幹的設備の地理的分散及び安全な設置場所の確保、

応急復旧機材の配備等を図るとともに、直接的な被害を受けな

かった都市相互の通信が途絶したり、ふくそうしたりしないよ

うに通信網の整備をさらに促進し、電気通信設備の安全・信頼

性強化に向けた取組の推進に努めるものとする。 

 

（１）電気通信施設の防火・水防・豪雪予防対策 

 

２．体制の整備 

（削除） 

 
詳細は、地震災害対策編 P.22 第１章 災害予防対策 

第７節 ライフライン施設等の予防対策 第６．電信・電話施

設 

「２．体制の整備」を準用する。 

 

３．災害用復旧用資機材の確保 

（削除） 
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（追加） 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.22 第１章 災害予防対策  

第７節 ライフライン施設等の予防対策 第６．電信・電話施

設 

「３．災害復旧用資機材の確保」を準用する。 

 

４．停電とふくそう対策 

詳細は、地震災害対策編 P.22 第１章 災害予防対策  

第７節 ライフライン施設等の予防対策 第６．電信・電話施

設 

「４．停電とふくそう対策」を準用する。 

 

第７．共同溝・電線共同溝の整備 

詳細は、地震災害対策編 P.22 第１章 災害予防対策 

第５節 都市の防災対策 

「第７．共同溝・電線共同溝の整備」を準用する。 

 

第８．廃棄物処理施設 

詳細は、地震災害対策編 P.22 第１章 災害予防対策 

第５節 都市の防災対策 

「第９．廃棄物処理施設」を準用する。 
 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 情報通信連絡網の整備 

第１．目的 

大規模な災害時には、ＮＴＴ回線等通信回線の不通あるいはふ

くそうといった事態が予想されることから、町及び防災関係機関

は、情報収集、伝達手段の複数化を積極的に進めるとともに、防

災通信網の確保・整備充実図り、災害発生時の応急対策を迅速に

推進するため万全を期するものとする。 

このため、町及び防災関係機関は、平常時から訓練等を通じて通

信機器の操作の習熟に努めておく。 

（追加） 

第５節 情報通信連絡網の整備 

第１．目的 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.30 第１章 災害予防対策  
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３．職員参集等防災システムの整備 

災害時における迅速な災害情報収集体制を図るため、県で整

備した宮城県総合防災情報システム（ＭＩＤＯＲＩ）等の利用

を検討するとともに、町職員が緊急的に自主参集できる体制の

構築を図るとともに、発災初動期における情報収集連絡体制の

確立に努める。 

 

４．地域住民に対する通信手段の整備 

詳細については、地震災害対策編 P.34 第１章 災害予防対

策 

第１０節 情報通信連絡網の整備 第２．町における災害通信

網の整備 

「５.地域住民等に対する通信手段の整備」を準用する。 

 

５．孤立想定地域の通信手段の確保 

詳細については、地震災害対策編 P.34 第１章 災害予防対

策 

第１０節 情報通信連絡網の整備 第２．町における災害通信

網の整備 

「６.孤立想定地域の通信手段の確保」を準用する。 

 

６．非常用電源の確保 

詳細については、地震災害対策編 P.34 第１章 災害予防対

策 

第１０節 情報通信連絡網の整備 第２．町における災害通信

網の整備 

「７.非常用電源の確保」を準用する。 

 

７．大容量データ処理への対応 

第１０節 情報通信連絡網の整備 

「第１．目的」を準用する。 

 

３．職員参集等防災システムの整備 

災害時における迅速な災害情報収集体制を図るため、県で整

備した宮城県総合防災情報システム（ＭＩＤＯＲＩ）等の利用

を検討するとともに、町職員が緊急的に自主参集できる体制の

構築を図るとともに、発災初動期における情報収集連絡体制の

確立に努める。 

 

４．地域住民に対する通信手段の整備 

詳細については、地震災害対策編 P.34 第１章 災害予防対

策 

第１０節 情報通信連絡網の整備 第２．町における災害通信

網の整備 

「４.地域住民等に対する通信手段の整備」を準用する。 

 

５．孤立想定地域の通信手段の確保 

詳細については、地震災害対策編 P.34 第１章 災害予防対

策 

第１０節 情報通信連絡網の整備 第２．町における災害通信

網の整備 

「５.孤立想定地域の通信手段の確保」を準用する。 

 

６．非常用電源の確保 

詳細については、地震災害対策編 P.34 第１章 災害予防対

策 

第１０節 情報通信連絡網の整備 第２．町における災害通信

網の整備 

「６.非常用電源の確保」を準用する。 
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正化 
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詳細については、地震災害対策編 P.35 第１章 災害予防対

策 

第１０節 情報通信連絡網の整備 第２．町における災害通信

網の整備 

「８.大容量データ処理への対応」を準用する。 
 

７．大容量データ処理への対応 

詳細については、地震災害対策編 P.35 第１章 災害予防対

策 

第１０節 情報通信連絡網の整備 第２．町における災害通信

網の整備 

「７.大容量データ処理への対応」を準用する。 
 

正化 
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第６節 職員の配備体制 

第１．目的 

町内における災害が発生した場合、または発生するおそれがあ

る場合には、町及び防災関係機関は、その機能の全てを挙げて迅

速に災害応急対策を推進するため、災害の規模に応じて必要な職

員を配備・動員し、その活動体制に万全を期するものとする。こ

のため、平常時から各組織ごとの配備・動員計画を定めておく。

また、実効性ある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継

続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じ

た経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評

価・検証等を踏まえた改訂等を行う。 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

（追加） 

第６節 職員の配備体制 

第１．目的 

町内における災害時には、町及び防災関係機関は、その機能の

全てを挙げて迅速に災害応急対策を推進するため、災害の規模に

応じて必要な職員を配備・動員し、その活動体制に万全を期する

ものとする。このため、平常時から各組織ごとの配備・動員計画

を定めておく。また、実効性ある業務継続体制を確保するため、

必要な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実

施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見

直し、計画の評価・検証等を踏まえた改訂等を行う。 

 

 

第５．防災担当職員の育成 

詳細は、地震災害対策編 P.27 第１章 災害予防対策 

第９節 職員の配備体制 

「第５．防災担当職員の育成」を準用する。 

 

第７．感染症対策 

詳細は、地震災害対策編 P.27 第１章 災害予防対策 

第９節 職員の配備体制 

「第５．防災担当職員の育成」を準用する。 
 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

26 第７節 防災拠点等の整備・充実 第７節 防災拠点等の整備・充実  



１９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１．目的 

災害時における防災対策を推進する上で重要となる避難地、避

難路、防災拠点等の災害時における防災に資する公共施設につい

て、関係機関等と緊密な連携を図りつつ、早急に整備・拡充充実

を図るとともに、防災拠点施設等の浸水防止機能確保に努める。 

また、災害時に必要となる防災物資、資機材等の整備について

は、防災活動拠点と関連づけて整備・拡充充実を図る。 

（追加） 

 

 

 

第２．防災拠点の整備及び連携 

詳細については、地震災害対策編 P.37 第１章 災害予防対

策 

第１１節 防災拠点等の整備・充実 

「第２．防災拠点の整備及び連携」を準用する。 

 

（追加） 

 

 

 

第１．目的 

（削除） 

 

 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.37 第１章 災害予防対策 

第１１節 防災拠点等の整備・充実 

「第１．目的」を準用する。 

 

第２．防災拠点の整備及び連携 

詳細については、地震災害対策編 P.37 第１章 災害予防対

策 

第１１節 防災拠点等の整備・充実 

「第２．防災拠点の整備及び連携」を準用する。 

 

第３．防災拠点機能の確保・充実 

詳細は、地震災害対策編 P.37 第１章 災害予防対策 

第１１節 防災拠点等の整備・充実 

「第３．防災拠点機能の確保・充実」を準用する。 
 

記述の適

正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 
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第８節 相互応援体制の整備 

第１．目的 

大規模な災害時には、その業務量と時間的制約等により、町だ

けでの災害応急対策の実施が困難となる場合があることから、迅

速かつ的確な防災対策を実施するにあたって、被災していない地

域の機関等の協力が必要となる。 

このため、他の地方公共団体との広域的相互応援体制の整備・

充実を図るものとする。 

なお、相互応援協定の締結に当たっては、近隣の地方公共団体

に加えて、大規模な風水害等による同時被災を避ける観点から、

第８節 相互応援体制の整備 

第１．目的 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

記述の適

正化 

 

 

 

 

 

 

 



２０ 

 

 

 

 

 

 

 

遠方に所在する地方公共団体との間の協定締結も考慮するととも

に、多種・多様な団体との災害時の応援協定の締結を推進する。 

（追加） 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.37 第１章 災害予防対策 

第１２節 相互応援体制の整備 

「第１．目的」を準用する。 
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第９節 医療救護体制の整備・福祉支援体制の整備 

第１．目的 

大規模な災害時には、同時に多数のけが人が出ることが予想さ

れ、また、交通機関、通信網の混乱等により迅速な医療救護活動

ができなくなるおそれがある。 

このため、町は、災害発生時の対応について医薬品等の備蓄も

含めて検討、整備するものとする。 

また、大規模災害時における避難所等の高齢者、障害者、乳幼

児等に対する福祉支援体制の整備に努める。 

（追加） 

 

 

 

 

第２．医療救護活動体制の整備 

１．町の措置 

町は、災害発生時における医療救護活動を円滑に行うため、

医療機関及び塩釜医師会等と調整を図り、医療救護活動体制の

整備に努める。 

●救護所を設定する場所の指定及び整備をするとともに、住民への周知徹底を図

る。設置場所は、原則として避難所とする。 

●塩釜医師会と医療救護に関する協力体制を整えておく。 

●県、塩釜地区消防事務組合消防本部及び医療機関と連携して、救急法、家庭看

護知識の普及に努める。 

（追加） 

第９節 医療救護体制の整備・福祉支援体制の整備 

第１．目的 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.47 第１章 災害予防対策 

第１４節 医療救護体制・福祉支援体制の整備 

「第１．目的」を準用する。 

 

第２．医療救護活動体制の整備 

１．町の役割 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.47 第１章 災害予防対策 

 

記述の適

正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記述の適

正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２１ 
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（追加） 

 

 

 

 

 

２．住民の措置 

住民は、災害時の緊急を要する医療活動が円滑に行われるよ

う、応急手当等の習熟に努める。 

●軽度の傷病については、自分で応急手当が行える程度の医療品を備蓄する。 

●県、町、塩釜地区消防事務組合消防本部及び日本赤十字社宮城県支部並びに医

療機関が実施する応急手当等の講習を受け、技術の習得に努める。 

●慢性疾患等のための常備薬については、その薬名を記録する。 

（追加） 

 

 

 

 

第３．搬送体制の確立 

詳細については、地震災害対策編 P.49 第１章 災害予防対

策  

第１４節 医療救護体制の整備・福祉支援体制の整備 

「第３．搬送体制の確立」を準用する。 

 

第４．心のケアへの対応 

詳細については、地震災害対策編 P.49 第１章 災害予防対

策  

第１４節 医療救護体制・福祉支援体制の整備 

第２．医療救護体制の整備 

「１．町の役割」を準用する。 

 

２．医療機関の役割 

詳細は、地震災害対策編 P.48 第１章 災害予防対策 

第１４節 医療救護体制・福祉支援体制の整備 

第２．医療救護体制の整備 「２．医療機関の役割」を準用す

る。 

 

３．住民の役割 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.49 第１章 災害予防対策 

第１４節 医療救護体制・福祉支援体制の整備 

第２．医療救護体制の整備 「３．住民の役割」を準用する。 

 

第３．搬送体制の確立 

詳細については、地震災害対策編 P.49 第１章 災害予防対

策  

第１４節 医療救護体制の整備・福祉支援体制の整備 

「第３．搬送体制の確立」を準用する。 

 

第４．心のケアへの対応 

詳細については、地震災害対策編 P.49 第１章 災害予防対

策  

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

記述の適

正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記述の適

正化 

 

 

 

 

記述の適

正化 

 

 



２２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１４節 医療救護体制の整備・福祉支援体制の整備 

「第４．心のケアへの対応」を準用する。 

 

第６．医薬品、医療資機材の整備 

町は、医薬品、医療資機材等を確保するため、町内の販売業者

または塩釜薬剤師会との協力体制を整備する。 

また、災害時の医療救護実施のため必要な医薬品及び衛生材料

等が不足する場合、町は県の災害対策本部に対し、医薬品の供給

要請を行い、医薬品卸会社から調達する。 

【《町内医療機関一覧表》《町内医薬品販売業者一覧表》に関して

は、資料編資料４－２、４－３を参照】 

（追加） 

 

 

 

第１４節 医療救護体制の整備・福祉支援体制の整備 

「第４．心のケアへの対応」を準用する。 

 

第６．医薬品、医療資機材の整備 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.50 第１章 災害予防対策 

第１４節 医療救護体制・福祉支援体制の整備 

「第５．医薬品、医療資機材の整備」を準用する。 
 

 

 

 

記述の適

正化 
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第１０節 緊急輸送体制の整備 

 重点項目 行政 住民・地域 民間事業所 

（略）    

（追加） ○   

（略）    

 

第１．目的 

物資等の緊急輸送は、情報収集・伝達と併せて災害応急対策活

動の中心をなすものであり、輸送路と輸送手段が確保されて初め

て効率的な緊急輸送が可能となる。 

このため、関係機関はあらかじめ緊急輸送路、輸送体制につい

て定めておくものとする。 

（追加） 

第１０節 緊急輸送体制の整備 

 重点項目 行政 住民・地域 民間事業所 

（略）    

●災害時の運転者の義務の周知 ○   

（略）    

 

第１．目的 

（削除） 

 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.44 第１章 災害予防対策 

第１３節 緊急輸送体制の整備「第１．目的」を準用する。 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

記述の適

正化 

 

 

 

 

 

 

 

 



２３ 
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第２．緊急輸送道路の確保 

２．緊急輸送道路の整備 

詳細については、地震災害対策編 P.44 第１章 災害予防対

策 

第１３節 緊急輸送体制の整備 第２．緊急輸送道路の確保 

「２．緊急輸送道路の確保」を準用する。 

 

（追加） 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

第３．緊急輸送体制 

１．緊急通行車両の確認手続き 

詳細については、 

地震災害対策編 P.43 第１章災害予防対策 第１３節緊急輸送

体制の整備第４緊急輸送体制「１．緊急通行車両の確認手続き」

を準用する。 

 

 

 

第２．緊急輸送道路の確保 

２．緊急輸送道路の確保及び整備 

詳細については、地震災害対策編 P.44 第１章 災害予防対

策 

第１３節 緊急輸送体制の整備 第２．緊急輸送道路の確保 

「２．緊急輸送道路の確保」を準用する。 

 

３．災害時の運転者の義務の周知 

詳細は、地震災害対策編 P.45 第１章 災害予防対策 

第１３節 緊急輸送体制の整備 第２．緊急輸送道路の確保 

「３.災害時の運転者の義務の周知」を準用する。 

 

４．道路啓開体制の整備 

詳細は、地震災害対策編 P.45 第１章 災害予防対策 

第１３節 緊急輸送体制の整備 第２．緊急輸送道路の確保 

「４.道路啓開体制の整備」を準用する。 

 

第３．臨時ヘリポートの確保 

詳細は、地震災害対策編 P.45 第１章 災害予防対策 

第１３節 緊急輸送体制の整備 

「第３．臨時ヘリポートの確保」を準用する。 

 

第４．緊急輸送体制 

（削除） 

詳細は、地震災害対策編 P.45 第１章 災害予防対策 

第１３節 緊急輸送体制の整備 

「第４．緊急輸送体制」を準用する。 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 



２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．輸送体制の整備 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

（削除） 
 

 

 

 

第５．港湾・漁港機能の確保 

詳細は、地震災害対策編 P.46 第１章 災害予防対策  

第１３節 緊急輸送体制の整備「第５．港湾・漁港機能の確保」

を準用する。 
 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

記述の適

正化 
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第１１節 避難対策 

第１．目的 

大規模な災害時には、避難者が多数発生するおそれがある。こ

のため、町は、人命を守ることを最優先に、救助の万全を期する

ため、必要な計画の作成、強力な救助組織の確立並びに労務、施

設、設備、物資及び資金の整備に努め、緊急に避難する場所とし

ての指定緊急避難場所・避難場所へ向かう、避難路・避難階段等

の整備など、災害発生後に住民や外来者が円滑に避難できるよ

う、避難対策を強化するとともに、防災（防災・減災への取組実

施機関）と福祉の連携により、高齢者の避難行動に対する理解の

促進を図るものとする。 

 

第２．避難勧告等の類型 

町は、住民に対して避難準備を呼びかけ、要配慮者等、特に避

難行動に時間を要する人に対して避難行動を開始することを求め

る「避難準備・高齢者等避難開始」を制度的に位置づけるととも

に、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）

の意味合いや住民に求める行動について、事前に周知を求める。 

《三類型の避難勧告等一覧》 

種 類 発令時の状況 住民に求める状況 

第１１節 避難対策 

第１．目的 

大規模な災害時には、避難者が多数発生するおそれがある。こ

のため、町は、人命を守ることを最優先に、救助の万全を期する

ため、必要な計画の作成、強力な救助組織の確立並びに労務、施

設、設備、物資及び資金の整備に努め、緊急に避難する場所とし

ての指定緊急避難場所・避難場所へ向かう、避難路・避難階段等

の整備等、災害発生後に住民や外来者が円滑に避難できるよう、

避難対策を強化するとともに、防災（防災・減災への取組実施機

関）と福祉の連携により、高齢者に対し、適切な避難行動に関す

る理解の促進を図るものとする。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の
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第３．水害、土砂災害、高潮災害における避難勧告 

１．避難情報と警戒レベル 

警戒レベルとは、災害発生のおそれの高まりに応じて「居住

者等がとるべき行動を５段階に分け「居住者等が取るべき行

動」と「当該行動を居住者等に促す情報」とを関連付けるもの

である。 

町が避難勧告等を発令する場合又は仙台管区気象台が大雨注

意報等該当する防災気象情報を発表する場合には、災害の切迫

度に応じて、５段階の警戒レベルにより提供すること等を通じ

て、受け手側が情報の意味を直感的に理解し、警戒レベルに対

応した避難行動がわかるような避難情報の提供に努めるものと

する。 

避難準

備・高

齢者等

避難開

始 

・要配慮者等、特に避難行動に時

間を要する者が避難行動を開

始しなければならない段階で

あり、人的被害の発生する可

能性が高まった状況 

・要配慮者等、特に避難行動に時間

を要する者は、計画された避難所

への避難行動を開始（避難支援者

は支援行動を開始） 

・上記以外の者は、家族等との連絡、

非常用持出品の用意等、避難準備

を開始 

避難勧

告 

・通常の避難行動ができる者が

避難行動を開始しなければな

らない段階であり、人的被害の

発生する可能性が明らかに高

まった状況 

・通常の避難行動ができる者は、計

画された避難場所等への避難行動

を開始 

避難指

示 

（緊

急） 

・前兆現象の発生や、現在の切迫

した状況から、人的被害の発生

する危険性が非常に高いと判

断された状況 

・堤防の隣接地等、地域の特性等

から人的被害の発生する危険

性が非常に高いと判断された

状況 

・人的被害の発生した状況 

・避難勧告等の発令後で避難中の住

民は、確実な避難行動を直ちに完

了 

・未だ避難していない対象住民は、

直ちに避難行動に移るとともに、

そのいとまがない場合は生命を守

る最低限の行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２．水害、土砂災害、高潮災害における避難情報 

１．避難情報と警戒レベル 

警戒レベルとは、災害発生のおそれの高まりに応じて「居住

者等がとるべき行動を５段階に分け「居住者等がとるべき行

動」と「当該行動を居住者等に促す情報」とを関連付けるもの

である。 

町が避難情報を発令する場合又は仙台管区気象台が大雨注意

報等該当する防災気象情報を発表する場合には、災害の切迫度

に応じて、５段階の警戒レベルにより提供すること等を通じ

て、受け手側が情報の意味を直感的に理解し、警戒レベルに対

応した避難行動がわかるような避難情報の提供に努めるものと

する。 

高齢者等避難及び避難指示が発令された場合の避難行動とし
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（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

町民は「自らの命は自らが守る」という意識を持ち、避難勧

告等が発令された場合はもちろんのこと、発令される前であっ

ても仙台管区気象台等が発表する防災気象情報に十分留意し、

災害が発生する前に自らの判断で自発的に避難することが望ま

れる。 

 

警戒レベル 居住者が取るべき行動 
行動を居住者等

に促す情報 

発令・発表

者 

警戒レベル

５ 

既に災害が発生している状況で

あり、命を守るための最善の行

動をする。 

災害発生情報 

市町村 

警戒レベル

４ 

・指定緊急避難場所等への立退 

き避難を基本とする避難行動 

をとる。 

・災害が発生するおそれが極め 

て高い状況等で、指定緊急避難 

場所への立退き避難はかえっ 

て命に危険をおよぼしかねな 

いと自らが判断する場合には、 

近隣の安全な場所への避難や 

建物内のより安全な部屋への 

移動等の緊急の避難をする。 

避難勧告 

避難指示（緊

急） 

警戒レベル

３ 

避難に時間がかかる高齢者等の

要配慮者は立退き避難をする。

その他の人は立退き避難の準備

をし、自発的に避難をする。 

避難準備・高齢

者等避難開始 

ては、指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館

等への避難を基本とするものの、ハザードマップ等を踏まえ、

自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自らの

判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況等

により、指定緊急避難場所等への避難がかえって危険を伴う場

合は、「緊急安全確保」を行うべきことについて町は、日頃か

ら住民等への周知徹底に努めるものとする。 

町民は「自らの命は自らが守る」という意識を持ち、避難情

報が発令された場合はもちろんのこと、発令される前であって

も仙台管区気象台等が発表する防災気象情報に十分留意し、災

害が発生する前に自らの判断で自発的に避難することが望まれ

る。 

 

 

警戒レベル 居住者が取るべき行動 
行動を居住者等に促

す情報 

発令・発

表者 

警戒レベル

５ 
命の危険直ちに安全確保！ 緊急安全確保 

町 

警戒レベル

４ 

危険な場所から全員避難（立退

き避難又は屋内安全確保） 
避難指示 

警戒レベル

３ 

危険な場所から高齢者等は避難

（立退き避難又は屋内安全確

保） 

高齢者等避難 

警戒レベル

２ 
自らの避難行動を確認 

注意報 

（洪水、大雨、高

潮） 
仙台管区 

気象台 
警戒レベル

１ 
災害への心構えを高める。 

早期注意情報 

（警報級の可能性） 

※大雨、高潮に 

関するもの 
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警戒レベル

２ 

ハザードマップ等により災害リ

スク、避難場所や避難経路、避難

のタイミング等の再確認、 

避難情報の把握手段の再確認・

注意など、避難に備え自らの避

難行動を確認する。 

注意報（洪水、大

雨、高潮） 

仙台管区気

象台 

警戒レベル

１ 

防災気象情報等の最新情報に注

意するなど、災害への心構えを

高める。 

早期注意情報 

（警報級の可能

性）※大雨に関

するもの 

 

警戒レベル 居住者が取るべき行動 行動を居住者等

に促す情報 

発令・発表

者 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．避難情報の発令対象区域の設定 

（１）土砂災害 

土砂災害の避難情報の発令対象区域は、危険度に応じてで

きるだけ絞り込んだ範囲とすることが望ましく、土砂災害警

戒区域・危険箇所等を避難情報の発令の対象要素として定め

ておきつつ、発令時には、キキクル（大雨警報（土砂災

害））の危険度分布で危険度が高まっているメッシュと重な

った土砂災害警戒区域・危険箇所等に避難情報を発令するこ

とを基本とする。また、状況に応じて、その周辺区域も含め

て避難情報を発令することを検討する。 

町は、国及び県の助言に基づいて、これらの基準及び範囲の

設定及び見直しのほか、警戒避難体制の整備・強化を行う。 

（２）高潮災害 

避難情報の発令対象区域は浸水のおそれのある区域とし、

高潮警報等で発表される予想最高潮位に応じて想定される浸

水区域を基本とする。 

また、同一の浸水区域内においても、氾濫水の到達に要する

時間に大きな差がある場合は、到達時間に応じて避難情報の

発令対象区域を徐々に広げていくという方法も考えられる。 

なお、想定最大規模の高潮浸水想定区域の整備が完了するま
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第３．避難誘導体制 

町は、避難勧告等について、水防管理者等の協力を得つつ、あ

らかじめ、避難勧告等の発令区域やタイミングを設定する。この

際水害と土砂災害の氾濫、台風等による高潮と洪水の同時発生等、

複合的な災害が発生することを考慮するよう努めるものとする。 

（追加） 

 

 

 

また、指定緊急避難場所、避難路をあらかじめ指定し、円滑な

避難のため、日頃から住民への周知徹底を図るとともに、避難行

動要支援者を速やかに避難誘導するための地域住民、自主防災組

織等のコミュニティを活かした避難活動を促進する。 

また、町は消防団等と協議し、発災時の避難誘導に関する計画

を作成し、訓練を行う。なお、避難時の周囲の状況等により、屋

内に留まっていた方が安全な場合等やむを得ないときは、「緊急安

全確保」を講ずべきことにも留意するものとする。 

（追加） 

 

 

 

第４．指定緊急避難場所の確保 

１．指定緊急避難場所の指定及び周知徹底 

 町は、災害から管内の住民等が一時避難するための場所につ

いて、都市公園、グラウンド、体育館、学校、公民分館等の公

共施設等を対象に、管理者の同意を得た上で、災害の危険が切

迫した緊急時において災害及びその二次災害から安全が確保さ

れる指定緊急避難場所として、必要な数、規模の施設等を災害

種別に応じてあらかじめ指定し、誘導標識の設置等により、住

では、これまで運用してきた高潮浸水想定区域等を参考に、

さらに規模が大きいものが起こりうることを念頭に地形等を

考慮して検討する。 

 

第３．避難誘導体制 

町は、避難情報について、水防管理者等の協力を得つつ、あら

かじめ、避難情報の発令区域やタイミングを設定する。この際水

害と土砂災害の氾濫、台風等による高潮と洪水の同時発生等、複

合的な災害が発生することを考慮するよう努めるものとする。 

また、町は、躊躇なく避難情報を発令できるよう、平常時から

災害時における優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を

遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に

努める。 

また、指定緊急避難場所、避難路をあらかじめ指定し、円滑な

避難のため、日頃から住民への周知徹底を図るとともに、避難行

動要支援者を速やかに避難誘導するための地域住民、自主防災組

織等のコミュニティを活かした避難活動を促進する。 

また、町は消防団等と協議し、発災時の避難誘導に関する計画

を作成し、訓練を行う。なお、避難時の周囲の状況等により、屋

内に留まっていた方が安全な場合等やむを得ないときは、「緊急安

全確保」を講ずべきことにも留意するものとする。 

県及び町は、土砂災害等に対する住民の警戒避難基準をあらか

じめ設定するとともに必要に応じ見直すよう努める。 

 

第４．指定緊急避難場所の確保 

１．指定緊急避難場所の指定及び周知徹底 

 町は、災害から管内の住民等が一時避難するための場所につ

いて、都市公園、グラウンド、体育館、学校、公民分館等の公

共施設等を対象に、管理者の同意を得た上で、災害の危険が切

迫した緊急時において災害及びその二次災害から安全が確保さ

れる指定緊急避難場所として、必要な数、規模の施設等を災害

種別に応じてあらかじめ指定し、誘導標識の設置等により、住
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計画」の
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民や外来者への周知徹底を図る。この際、災害の想定等により

必要に応じて、近隣市町村の協力を得て、指定緊急避難場所を

近隣市町村に設けることも検討する。 

また、万が一指定緊急避難場所が被災するおそれがある場合

は、より安全な指定緊急避難場所を目指す必要が生じること

や、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動

をおこなうことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと

住民等自身が判断する場合は、近隣の安全な場所への移動又は

屋内安全確保等を行うべきこと。さらには、指定緊急避難場所

が災害種別に応じて指定されており、災害種別に適した避難先

を選択する必要があることについても周知徹底に努める。 

（追加） 

 

 

 

２．公共用地等の有効活用 

町は、指定避難場所の確保において、国、県と連携し、公共

用地、国有財産の有効活用を図る。 

（追加） 

 

 

 

３．教育施設等を指定する場合の対応 

町は、学校等教育施設を指定避難場所として指定する場合は、

あらかじめ当該施設の管理者及び施設を所管する教育委員会等

と災害時に的確な対応がとれるよう連携を図る。 

なお、必要に応じて、広域避難場所についても事前に検討す

る。 

 

（追加） 

 

 

民や外来者への周知徹底を図る。この際、災害の想定等により

必要に応じて、近隣市町村の協力を得て、指定緊急避難場所を

近隣市町村に設けることも検討する。 

また、万が一指定緊急避難場所が被災するおそれがある場合

は、より安全な指定緊急避難場所を目指す必要が生じること

や、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動

をおこなうことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと

住民等自身が判断する場合は、立退き避難から行動を変容し緊

急安全確保を行うべきこと。さらには、指定緊急避難場所が災

害種別に応じて指定されており、災害種別に適した避難先を選

択する必要があることについても周知徹底に努める。 

なお、指定した緊急避難場所については、災害の危険が切迫

した緊急時において、施設の開放を行う担当者をあらかじめ定

めるなど管理体制を整備しておく。 

 

２．公共用地等の有効活用 

（削除） 

 

詳細は、地震災害対策編 P.57 第１章 災害予防対策 

第１６節 避難対策 第３．指定緊急避難場所等の確保 

「３.公共用地等の有効活用」を準用する。 

 

２．公共用地等の有効活用 

（削除） 

 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.57 第１章 災害予防対策 

第１６節 避難対策 第３．指定緊急避難場所等の確保 

「４. 教育施設等を指定する場合の対応」を準用する。 
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４．交流拠点の指定緊急避難場所への活用 

町は、高齢化、人口減少が進む中で、学校、公民館等の社会教

育施設、社会福祉施設等を地域住民の交流拠点として整備を進め、

これらを指定避難場所として活用し、災害時の避難が容易となる

ようにする。 

（追加） 

 

 

 

５．備蓄倉庫及び通信設備の確保 

町は、指定避難場所と位置付けられる学校等に、備蓄倉庫、

通信設備の整備等を進めるよう努める。 

（追加） 

 

 

 

６．指定緊急避難場所の指定基準等 

（略） 

《指定緊急避難場所の指定基準》 

●管理条件：災害が差し迫った状況や災害時において居住者が緊急時に避難し、

身の安全を確保できるよう指定緊急避難場所が確実に開放される管理体制を有

していること。 

（略） 

 

第７．避難誘導体制の整備 

詳細については、 

地震災害対策編 P.57 第１章災害予防対策 第１６節避難対

策「第６避難誘導体制の整備」を準用する。 

 

（追加） 

 

４．交流拠点の指定緊急避難場所への活用 

（削除） 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.57 第１章 災害予防対策 

第１６節 避難対策 第３．指定緊急避難場所等の確保 

「５. 交流拠点の指定緊急避難場所への活用」を準用する。 

 

５．備蓄倉庫及び通信設備の確保 

（削除） 

 

詳細は、地震災害対策編 P.57 第１章 災害予防対策 

第１６節 避難対策 第３．指定緊急避難場所等の確保 

「６.備蓄倉庫及び通信設備の確保」を準用する。 

 

６．指定緊急避難場所の指定基準等 

（略） 

《指定緊急避難場所の指定基準》 

●管理条件：災害が差し迫った状況や災害時において居住者が緊急時に避難し、

身の安全を確保できるよう指定緊急避難場所が確実に開放できる管理体制を有

していること。 

（略） 

 

第７．避難誘導体制の整備 

（削除） 

 

 

１．行動ルールの策定 

詳細は、地震災害対策編 P.60 第１章 災害予防対策 
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（追加） 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

第９．教育機関における対応 

詳細については、地震災害対策編 P.62 第１章 災害予防対

策 

第１６節 避難対策「第８．教育機関における対応」を準用す

る。 

 

第１０．避難計画の整備 

詳細については、地震災害対策編 P.62 第１章 災害予防対

策 

第１６節 避難対策「第１０．避難計画の整備」を準用する。 

 

第１１．避難時に困難が生じると予想される者への対応 

第１６節 避難対策 第６．避難誘導体制の整備 

「１.行動ルールの策定」を準用する。 

 

２．避難誘導・支援の訓練の実施 

詳細は、地震災害対策編 P.60 第１章 災害予防対策 

第１６節 避難対策 第６．避難誘導体制の整備 

「２．避難誘導・支援の訓練の実施」を準用する。 

 

３．避難行動要支援者の避難誘導体制の整備 

詳細は、地震災害対策編 P.60 第１章 災害予防対策 

第１６節 避難対策 第６．避難誘導体制の整備 

「３．避難行動要支援者の避難誘導体制の整備」を準用する。 

 

４．情報入手手段・装備の確保 

町は、避難誘導・支援者等が警報等を確実に入手するための

複数の情報入手手段・装備や、消防団体等の避難支援者へ退避

を指示できる通信手段（移動系無線等）及び受傷事故を防止す

るための装備の充実を図る。 

 

第９．教育機関における対応 

詳細については、地震災害対策編 P.62 第１章 災害予防対

策 

第１６節 避難対策「第８．教育機関における対応」を準用す

る。 

 

第１０．避難計画の作成 

詳細については、地震災害対策編 P.62 第１章 災害予防対

策 

第１６節 避難対策「第１０．避難計画の作成」を準用する。 

 

第１１．避難時に困難が生じると予想される者への対応 

修正 
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修正 
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修正 

 

「宮城県

地域防災
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修正 
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修正 
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詳細については、地震災害対策編 P.63 第１章 災害予防対

策 

第１６節 避難対策「第１１．避難時に困難が生じると予想さ

れる者への対応」を準用する。 

 

第１２．避難に関する広報 

町は、指定避難所等を明示した表示版の整備を積極的に実施

するとともに、洪水浸水想定区域、土砂災害警戒区域等、指定

緊急避難場所、指定避難所、避難路等水害に関するハザードマ

ップ、防災マップ、風水害発生時の行動マニュアル等を分かり

やすく作成し住民等へ積極的に配布し、周知を図る。その際、

河川近傍や浸水深の大きい区域については、「早期に立ち退きが

必要な区域」として明示するとともに、避難時に活用する道路

において冠水が想定されていないか住民に確認を促すよう努め

る。 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細については、地震災害対策編 P.63 第１章 災害予防対

策 

第１６節 避難対策「第１１．避難時に困難が生じると予想さ

れる者への対応」を準用する。 

 

第１２．避難に関する広報 

町は、指定避難所等を明示した表示版の整備を積極的に実施

するとともに、洪水浸水想定区域、土砂災害警戒区域等、指定

緊急避難場所、指定避難所、避難路等水害に関するハザードマ

ップ、防災マップ、風水害発生時の行動マニュアル等を分かり

やすく作成し住民等へ積極的に配布し、周知を図る。その際、

河川近傍や浸水深の大きい区域については、「早期に立ち退きが

必要な区域」として明示するとともに、避難時に活用する道路

において冠水が想定されていないか住民に確認を促すよう努め

る。 

なお、防災マップの作成に当たっては住民も参加するなどの

工夫をすることにより、災害からの避難に対する住民等の理解

の促進をはかるよう努めるものとする。 

また、避難指示のほか、一般住民に対して避難準備及び自主

的な避難を呼びかけるとともに、避難行動要支援者等、特に避

難行動に時間を要する者に対して、その避難行動支援対策と対

応しつつ、早めの段階で避難行動を開始することを求める高齢

者等避難を伝達するよう努めるとともに、高齢者等以外の者に

対して、必要に応じて、普段の行動を見合わせ始めることや、

自主的な避難を呼び掛ける高齢者等避難を伝達する必要があ

る。 

また、決壊した場合に大きな被害をもたらすおそれのあるた

め池についても緊急連絡体制等を整備するとともに、決壊した

場合の影響度が大きいため池から、ハザードマップ等を作成し、

住民等に配布するとともに、中小河川や雨水出水による浸水に

対応したハザードマップ作成についても、関係機関が連携しつ
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第１３．応急仮設住宅対策 

詳細については、 

地震災害対策編 P.66 第１章災害予防対策 第１７節避難収容

対策「第５応急仮設住宅対策」を準用する。 
 

つ検討を行う。 

また、実際に避難することになった場合の広報活動を考慮し、

広報車、同報無線等の整備を推進する。 

水防管理者は、地域住民の水災に対する警戒、災害時の円滑

な避難行動等に資するため、重要水防箇所を一般に周知するよ

うに努める。 

 

（削除） 

 

41 第１２節 避難収容対策 

詳細については、地震災害対策編 P.64 第１章 災害予防対

策 

「第１７節 避難収容対策」を準用する。 
 

第１２節 避難受入れ対策 

詳細については、地震災害対策編 P.64 第１章 災害予防対

策 

「第１７節 避難受入れ対策」を準用する。 
 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

43 第１４節 災害廃棄物対策 第１４節 災害廃棄物対策 「宮城県

地域防災

計画」の

修正 
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第１５節 ボランティアの受入れ 

第１．目的 

詳細については、地震災害対策編 P.76 第１章 災害予防対

策  

第１９節 ボランティアの受入れ 

「第１．目的」を準用する。 

 

第２．ボランティアの役割 

詳細については、地震災害対策編 P.76 第１章 災害予防対

策  

第１９節 ボランティアの受入れ 

「第２．ボランティアの役割」を準用する。 

第１５節 ボランティアのコーディネート 

第１．目的 

詳細については、地震災害対策編 P.76 第１章 災害予防対

策  

第１９節 ボランティアのコーディネート 

「第１．目的」を準用する。 

 

第２．ボランティアの役割 

詳細については、地震災害対策編 P.76 第１章 災害予防対

策  

第１９節 ボランティアのコーディネート 

「第２．ボランティアの役割」を準用する。 

「宮城県
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第３．災害ボランティア活動の環境整備 

詳細については、地震災害対策編 P.77 第１章 災害予防対

策  

第１９節 ボランティアの受入れ 

「第３．災害ボランティア活動の環境整備」を準用する。 

 

第４．本町の主なボランティア団体 

詳細については、地震災害対策編 P.77 第１章 災害予防対

策  

第１９節 ボランティアの受入 

「第４．本町の主なボランティア団体」を準用する。 

 

第５．専門ボランティアの登録 

平成 24 年 3月現在、県で確立されている主な専門ボランティア

は次のとおりである。 

砂防ボランティア 

大規模な土砂災害等が発生した場合、県の砂防担当職員のみ

では二次災害の防止に対して迅速かつ十分な対応は不可能

である。 

このため、宮城県砂防ボランティア協会との連携を図り、二

次災害の防止に努める。 

防災エキスパート

制度 

防災エキスパート制度は、公共土木施設の調査、計画、施工、

行政上の処理、施設の維持管理等に長年携わった人に、専門

的な分野でのボランティア活動へ従事してもらうべく、東北

地方整備局が発足させた制度である。 

東北地方整備局は、災害が発生した際には、この制度により

迅速、確実、効果的に直轄管理施設の被災状況を把握する。 

災害時の通訳ボラ

ンティア 

大規模な災害が発生した場合、外国人の言葉の問題に対し

町や県の職員だけでは十分対応できない。 

このため、災害時において通訳ボランティアとして活動でき

る方を一般から募集し、被災地に派遣する。 

県は登録したボランティアに対し研修会等を実施し、ボラン

ティアの養成もあわせて行う。 

（追加） 

 

第３．災害ボランティア活動の環境整備 

詳細については、地震災害対策編 P.77 第１章 災害予防対

策  

第１９節 ボランティアのコーディネート 

「第３．災害ボランティア活動の環境整備」を準用する。 

 

第４．本町の主なボランティア団体 

詳細については、地震災害対策編 P.77 第１章 災害予防対

策  

第１９節 ボランティアのコーディネート 

「第４．本町の主なボランティア団体」を準用する。 

 

第５．専門ボランティアの登録 

（削除） 
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第６．一般ボランティアの受入れ体制 

詳細については、地震災害対策編 P.78 第１章 災害予防対

策  

第１９節 ボランティアの受入れ  

「第６．一般ボランティアの受入れ体制」を準用する。 

 
 

詳細は、地震災害対策編 P.77 第１章 災害予防対策  

第１９節 ボランティアのコーディネート 

「第５．専門ボランティアの登録」を準用する。 

 

第６．一般ボランティアのコーディネート体制 

詳細については、地震災害対策編 P.78 第１章 災害予防対

策  

第１９節 ボランティアの受入れ  

「第６．一般ボランティアのコーディネート体制」を準用す

る。 
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第１８節 防災知識の普及 

第２．防災知識の普及、徹底 

１．町職員への防災知識の普及 

災害発生時には、町及び防災関係機関は、災害対策の中枢を

担い、その役割は多岐にわたっている。また、職員は所掌事務

に関係する分野での災害予防、応急対策の実施に際して相応の

知識が要求される。このため、町は、職員初動期マニュアルを

作成したところであり、職員への周知するほか、研修会、防災

訓練等を通じて防災に関する制度、自らが行うべき役割等につ

いて習熟する機会を積極的かつ継続的に与え、所掌事務を熟知

させる。また、防災関係機関は、各々必要な施策を講じ職員の

防災関係意識の向上に努める。講習または研修の内容は、次の

事項に重点をおく。 

（追加） 

 

 

２．住民等への防災知識の普及 

（１）防災関連行事の実施 

②防災とボランティア関連行事の実施 

町は、毎年１月 15日から 21日までの「防災とボランテ

ィア週間」、１月 17日の「防災とボランティアの日」など、

第１８節 防災知識の普及 

第２．防災知識の普及、徹底 

１．町職員への防災知識の普及 

災害発生時の町及び防災関係機関は、災害対策の中枢を担う

期間であり、その役割は多岐にわたっている。また、職員は所

掌事務に関係する分野での災害予防、応急対策の実施に際して

相応の知識が要求される。このため、町は、職員初動期マニュ

アルの作成、配布により、職員への周知するほか、研修会、防

災訓練等を通じて防災に関する制度、自らが行うべき役割等に

ついて習熟する機会を積極的かつ継続的に与え、所掌事務を熟

知させる。また、防災関係機関は、各々必要な施策を講じ職員

の防災関係意識の向上に努める。講習または研修の内容は、次

の事項に重点をおく。 

なお、防災教育は、各所属にて行い、その内容は少なくとも

次の事項を含める。 

 

２．住民等への防災知識の普及 

（１）防災関連行事の実施 

②防災とボランティア関連行事の実施 

町は、毎年１月 15日から 21日までの「防災とボランテ

ィア週間」、１月 17 日の「防災とボランティアの日」にも
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修正 
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国や県が実施する行事にあわせて広く地域住民等を対象と

した、防災関連行事の実施に努める。 

③専門家の活用 

町は、各地域において、防災リーダーの育成等、「自助」・

「共助」の取組が適切かつ継続的に実施されるよう、水害・

土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を図るもの

とする。 

（２）ハザードマップ等の活用 

町は、住民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の

合意形成の促進のため、自然災害によるリスク情報の基礎と

なる防災地理情報を整備するとともに、防災に関する様々な

動向や各種データをハザードマップ等の形で分かりやすく発

信する。また、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、

居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮したうえで

とるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努める

とともに、安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がな

いこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も選択肢として

あること、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべ

きこと等の避難に関する情報の意味の理解の促進に努める。 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

（３）普及・啓発の実施 

町は、地域の自主防災組織、事業所等の自衛消防組織、各

種商工団体、その他の公共的団体、教育機関、民間団体等と

の密接な連携の下、以下の事項について、防災に関するテキ

ストやマニュアルの配布、広報紙、パンフレット、新聞広告

及びインターネット、ホームページ、エリアメール、ソーシ

広く地域住民等を対象とした、防災関連行事の実施に努め

る。 

（削除） 

 

 

 

 

（２）ハザードマップ等の活用 

町は、住民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の

合意形成の促進のため、自然災害によるリスク情報の基礎と

なる防災地理情報を整備するとともに、防災に関する様々な

動向や各種データをハザードマップ等の形で分かりやすく発

信する。また、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、

居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮したうえで

とるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努める

とともに、安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がな

いこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も選択肢として

あること、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべ

きこと等の避難に関する情報の意味の理解の促進に努める。 

 

（３）専門家の活用 

県及び町は、各地域において、防災リーダーの育成等、「自

助」・「共助」の取組が適切かつ継続的に実施されるよう、気

象防災アドバイザー等、水害・土砂災害・防災気象情報に関

する専門家の活用を図るものとする。 

 

（４）普及・啓発の実施 

町は、地域の自主防災組織、事業所等の自衛消防組織、各

種商工団体、その他の公共的団体、教育機関、民間団体等と

の密接な連携の下、以下の事項について、防災に関するテキ

ストやマニュアルの配布、広報紙、パンフレット、新聞広告

及びインターネット(ホームページ、エリアメール、ソーシャ
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ャル・ネットワーキング・サービス(ＳＮＳ)等)、テレビ・ラ

ジオ局、ビデオ・フィルムの製作・貸出、文字放送等の多種

多様な広報媒体の活用や、有識者による防災をテーマとした

研修や講演会、講習会、シンポジウム、座談会、実地研修等

の開催等により、普及・啓発を図る。 

 

《住民等への普及・啓発を図る事項》 

①災害危険性に関する情報 
（略） 
・急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識など 
（追加） 

②避難行動に関する知識 
・自ら率先して避難行動を取ることが他の地域住民の避難を促すこと 
・各地域における災害種別毎の避難地及び避難路に関する知識など 
・各地域における避難勧告等の伝達方法など 
（削除） 
・指定緊急避難場所への移動が危険を伴う場合の、近隣の安全な場所への避難や屋

内安全確保 
③家庭内での予防・安全対策 
・３日分の食料、飲料水、携帯トイレ、簡易トイレ、トイレットペーパー等の備蓄 
 
・非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備 
（追加） 

・負傷の防止や避難路の確保の観点からの家具・ブロック塀等の転倒防止対策 
・飼い主による愛玩動物との同行避難や指定避難所での飼養についての準備 
・出火防止等の対策の内容など 
（略） 
④災害時にとるべき行動 
（略） 
・警報等発令時や災害発生情報、避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等

避難開始の発令時に取るべき行動 

・様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）でとるべき行動、指定緊急避

難場所や指定避難所での行動など 

⑤その他 
（略） 

ル・ネットワーキング・サービス(ＳＮＳ)等)、テレビ・ラジ

オ局、ビデオ・フィルムの製作・貸出、文字放送等の多種多

様な広報媒体の活用や、有識者による防災をテーマとした研

修や講演会、講習会、シンポジウム、座談会、実地研修等の

開催等により、普及・啓発を図る。 

 

《住民等への普及・啓発を図る事項》 

①災害危険性に関する情報 
（略） 
・土砂災害警戒区域・土砂災害危険箇所等に関する知識等 
・風水害等の災害が発生する状況及びこれらに係る防災気象情報に関する知識等 
②避難行動に関する知識 
・自ら率先して避難行動をとることが他の地域住民の避難を促すこと 
・各地域における災害種別毎の避難地及び避難路に関する知識等 
・各地域における避難情報の伝達方法等 
・「立退き避難」、「屋内安全確保」、「緊急安全確保」の意味、行動例 
・指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難場所、避難経

路等の確認 

③家庭内での予防・安全対策 
・「最低３日間、推奨一週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ、簡易トイレ、トイレ

ットペーパー等の備蓄 
・非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準備 
・自動車へのこまめな満タン給油 
・負傷の防止や避難路の確保の観点からの家具・ブロック塀等の転倒防止対策 
・飼い主による愛玩動物との同行避難や指定避難所での飼養についての準備 
・出火防止等の対策の内容等 
（略） 
④災害時にとるべき行動 
（略） 
・警報等発令時や緊急安全確保、避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等

避難開始の発令時にとるべき行動 

・様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）でとるべき行動、指定緊急避

難場所や指定避難所での行動等 

⑤その他 
（略） 
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・災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）の確保 
・帰宅困難者の発生を抑制するための「むやみに移動しないこと」 
（追加） 

（追加） 

 
（追加） 

 
 

（４）要配慮者及び来訪者等への配慮 

①要配慮者への配慮 

町は、防災知識等の普及に当たり、外国語パンフレット

等の作成・配布や障害者、高齢者の常備品等の点検、介護

者の役割の確認等、要配慮者に配慮し、地域において要配

慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被

災時の男女及び性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）のニーズ

の違い等男女双方の視点に十分配慮する。 

②来訪者への対応 

（略） 

（追加） 

 

 

 

 

・災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）の確保 
・帰宅困難者の発生を抑制するための「むやみに移動しないこと」 
・通常の避難との相違点を含めた広域避難の考え方 
・家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するなど、

生活の再建に資する行動 
・集中的な大雪が予測される場合において、計画的・予防的な通行規制や不要・不

急の道路利用を控えることが重要であること等 
 

（５）要配慮者及び観光客等への配慮 

①要配慮者への配慮 

町は、防災知識等の普及に当たり、外国語パンフレット

等の作成・配布や障害者、高齢者の常備品等の点検、介護

者の役割の確認等、要配慮者に配慮し、地域において要配

慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被

災時の男女及び性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）のニーズ

の違い等男女双方の視点に十分配慮する。 

②観光客への対応 

（略） 

（８）「暴力は許されない」意識の普及、徹底 

町は、災害発生後に、指定避難所や仮設住宅、ボランティ

アの活動場所等において、被災者や支援者が性暴力・ＤＶの

被害者にも加害者にもならないよう、「暴力は許されない」意

識の普及、徹底を図る。 
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第１９節 地域における防災体制 

第１．目的 

大規模な災害が発生した場合の被害を最小限にくい止めるため

には、地域住民、事業所等が連携し迅速かつ的確な行動をとるこ

とが不可欠である。このため、町及び防災関係機関は、地域住民

及び事業所における自主防災組織等の育成、強化を図り、消防団

とこれらの組織との連携等を通じて地域コミュニティの防災体制

の充実を図る。 

また、防災指導員の育成、多様な世代が参加できるような環境

第１９節 地域における防災体制 

第１．目的 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

記述の適

正化 
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の整備等により、これらの組織活動の日常化や防災訓練等の実施

を促進する。 

（追加） 

 

 

 

第４．自主防災組織の活動 

３．自主防災組織への支援 

（略） 

警察は、地域住民による地域安全活動の中核となる自主防犯

組織に対して、防犯診断等訓練の実施、防犯パトロール等地域

安全活動の諸活動に使用する資機材の整備等に関し、助成・す

る支援を行う。 

 

（追加） 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.106 第１章 災害予防対策 

第２５節 地域における防災体制 

「第１．目的」を準用する。 

 

第４．自主防災組織の活動 

３．自主防災組織への支援 

（略） 

警察は、地域住民による地域安全活動の中核となる自主防犯

組織に対して、防犯診断等訓練の実施、防犯パトロール等地域

安全活動の諸活動に使用する資機材の整備等に関し、助成・す

る支援を行う。 

 

第５．住民及び事業者による地区内の防災活動の推進 

詳細は、地震災害対策編 P.110 第１章 災害予防対策 

第２５節 地域における防災体制 

「第１．目的」を準用する。 
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第２０節 企業等の防災対策の推進 

第１．目的 

企業等は自ら防災組織を結成するなどして、防災訓練に努める

ほか、地域と連携した実践的な訓練を実施し、地域防災力の向上

に寄与する。 

（追加） 

 

第２０節 企業等の防災対策の推進 

第１．目的 

（削除） 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.111 第１章 災害予防対策 

第２６節 企業等の防災対策の推進「第１．目的」を準用す

る。 
 

 

記述の適

正化 
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第２１節 災害種別ごと予防対策 

第１．火災予防対策 

第２１節 災害種別ごと予防対策 

第１．火災予防対策 
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５．消防力の強化 

火災発生時には、早期消火、延焼拡大を阻止することが必要

であることから、県による消防力の基準及び消防水利の基準に

基づく指導と財政援助のもと、町、消防本部における消防資機

材等の整備や人員の確保、消防施設の整備充実を図るよう指導

するとともに、財政援助に努めるものとし、設備整備を積極的

に進めるものとする。 

（追加） 

 

 

 

６．消防団の育成 

（略） 

（追加） 

（追加） 

●女性消防団員の加入促進 

●事業所に対する協力要請 

（追加） 

●消防団員の資質向上を図るための教育・訓練の充実 

（略） 

●情報伝達体制の整備や無線通信機器の整備 

（略） 

 

７．火災予防措置 

（２）漏電による火災の防止 

一般公衆に対しては、電気の正しい取扱いと適正配線の重

要性について啓発、宣伝に努める。 

特に、災害発生の予想される時期には特別点検、特別巡視

を行う。 

 

８．消防水利の整備 

災害時には、消防施設等も被害を受け、消防水利を十分確保

することができなくなる恐れがあることから、従来の消火栓、

５．消防力の強化 

火災発生時には、早期消火、延焼拡大を阻止することが必要

であることから、県による消防力の基準及び消防水利の基準に

基づく指導と財政援助のもと、町、消防本部における消防資機

材等の整備や人員の確保、消防施設の整備充実を図るよう指導

するとともに、財政援助に努めるものとし、設備整備を積極的

に進めるものとする。 

また、町は県の指導に基づいて、従来の消火栓、防火水槽に

加え、耐震性貯水槽、自然水利の活用、プール、ため池等を消

防水利としての活用し、これらの施設を整備する。 

 

６．消防団の育成 

（略） 

●処遇の改善 

●事業所に対する協力要請 

●女性消防団員の入団促進 

（削除） 

●将来の消防の担い手となる子どもに対する啓発 

（削除） 

（略） 

●情報伝達体制の整備や無線通信機器の整備 

（略） 

 

７．火災予防措置 

（２）漏電による火災の防止 

一般公衆に対しては、電気の正しい取扱いと適正配線の重

要性について啓発、宣伝に努める。 

（削除） 

 

 

（削除） 
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防火水槽に加え、耐震性貯水槽、自然水利の活用、プール、た

め池、用水路等を活用する消防水利の多様化を促進する。 

【《本町の消防水利の現況》に関しては、地震災害対策編第１

章第１５節火災予防対策 P.52を参照】 

 

９．消防計画の充実強化 

 

第２．危険物等災害予防対策 

１．目的 

（略） 

このため、県及び消防関係機関は各施設の自主保安体制の充

実・強化について指導を徹底する等、災害対策と防災教育によ

る意識の高揚に努め、危険物施設等による災害の未然防止を強

力に推進するものとする。また、法令に定められている技術上

の基準適合性の維持及び貯蔵・取扱いの基準の遵守を指導し、

保安の万全を図る。 

（追加） 

 

 

 

 

 

４．毒物・劇物貯蔵施設 

町、消防機関及び関係機関は、運搬する上で規則を受ける毒

物・劇物（39種類）に関し、毒物・劇物製造業者、毒物・劇

物販売業者、法的に届出が必要な業務上取扱者、それ以外の業

務上取扱者の容量１立方メートル以上の貯蔵設備（タンク等）

を有する施設を把握しておく。 

 

第３．海上災害予防対策 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

８．消防計画の充実強化 

 

第２．危険物等災害予防対策 

１．目的 

（略） 

このため、県及び消防関係機関は各施設の自主保安体制の充

実・強化について指導を徹底するなど、災害対策と防災教育に

よる意識の高揚に努め、危険物施設等による災害の未然防止を

強力に推進するものとする。また、法令に定められている技術

上の基準適合性の維持及び貯蔵・取扱いの基準の遵守を指導し、

保安の万全を図る。 

事業者は、危険物等関係施設が所在する地域の浸水想定区域

及び土砂災害警戒区域等の該当性並びに被害想定の確認を行う

とともに、確認の結果、風水害により危険物等災害の拡大が予

想される場合は、防災のため必要な措置の検討や、応急対策に

かかる計画の作成等の実施に努める。 

 

４．毒物・劇物貯蔵施設 

毒物劇物営業者等は、毒物及び劇物取締法令に基づき、日頃

から事業所等で貯蔵する毒物劇物の適切な保管管理を行うとと

もに、毒物劇物危害防止規定の作成や緊急対応のための防護資

材等の整備を図り、毒物劇物に由来する災害の防止に努める。 

 

 

第３．海上災害予防対策 

２．船舶の安全な運航等の確保 

宮城海上保安部は、次に掲げる措置を講じる。 

修正 

 

 

 

 

記述の適

正化 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の



４２ 

 

61 

 

 

 

 

 

62 

 

 

 

 

 

 

63 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

64 

 

 

 

 

 

 

３．防災関係機関相互の応援体制 

 

４．捜索、救助、救急及び医療活動 

救助・救急関係機関は、当該機関及び関係事業所に係る救

助・救急用資機材の保有状況を把握するとともに、必要に応じ

情報交換を行うよう努める。 

 

第４．航空災害予防対策 

２．救助・救急、医療及び消火活動 

仙台空港事務所、仙台国際空港株式会社、県、町及び関係事

務所等において、救助・救急用資機材及び化学消防車等の消防

用資機材の整備促進に努める。 

 

３．緊急輸送活動 

道路管理者等は、負傷者等の病院搬送が円滑に行えるよう道

路交通管理体制の整備に努める。 

 

第５．道路災害予防対策 

３．道路施設等の整備 

（１）道路 

災害防止に当たり道路情報の迅速・正確な提供を行うため

に、凍結検知器、積雪深計、雨量計、水位計等の機器及び道路

情報提供装置の整備を促進し、これらを有機的に運用するため

災害情報システムの構築を図る。 

 

７．緊急輸送活動 

●海図、水路図誌等水路図書の整備 

●港内、狭水道等船舶のふくそうする海域における航行管制、海上交通情報提供等

の実施 

●危険物荷役における安全防災対策の指導 

●航路標識の整備 

●水路通報、航行警報等船舶交通の安全に必要な情報提供の実施 

 

４．防災関係機関相互の応援体制 

 

５．捜索、救助、救急及び医療活動 

救助・救急関係機関は、当該機関及び関係事業所に係る救

助・救急用資機材の保有状況を把握するとともに、平常時から

情報交換を行うよう努める。 

 

第４．航空災害予防対策 

２．救助・救急、医療及び消火活動 

仙台空港事務所、仙台国際空港株式会社、県、町及び関係事

務所等において、救助・救急用資機材及び化学消防車等の消防

用資機材の整備促進に努める。 

 

３．緊急輸送活動 

道路管理者等は、負傷者等の病院搬送が円滑に行えるよう道

路交通管理体制の整備に努める。 

 

第５．道路災害予防対策 

３．道路施設等の整備 

（１）道路 

道路法面の崩壊、路面の損壊、道路施設の変状や破壊等の被

害が想定される危険箇所について、防災工事等を実施する。 
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宮城県警察本部及び道路管理者は、信号機、情報板等の道路

交通関連施設について災害時の道路交通管理体制の整備に努め

る。 

 

 

第６．竜巻等突風対策計画 

１．目的 

《竜巻等突風に関する気象情報》 

発生確率 気象情報（発表のタイミング） 

（略） （略） 

竜巻等が発生しやすい気象状況になっている 竜巻等が発生しやすい気象状況

になっている竜巻注意情報 
 

７．緊急輸送活動 

宮城県警察本部及び道路管理者は、信号機、情報板等の道路

交通関連施設について災害時の道路交通管理体制の整備に努め

る。 

 

第６．竜巻等突風対策計画 

１．目的 

《竜巻等突風に関する気象情報》 

発生確率 気象情報（発表のタイミング） 

（略） （略） 

竜巻等が発生しやすい気象状況になっている 竜巻等が発生しやすい気象状況

になっている竜巻注意情報 
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第２章 災害応急対策 

第１節 防災気象情報の伝達 

第２．防災気象情報 

１．仙台管区気象台が発表する防災気象情報 

仙台管区気象台等は、気象・地象・水象等の観測結果に基づ

き特別警報・警報・注意報（緊急地震速報・大津波警報・津波

警報・津波注意報を除く。）及び気象情報（以下これらを「防災

気象情報」という。）を次により発表し、地方公共団体等の防災

機関等が行う防災対応や住民の自主的防災行動に資するため、

防災気象情報を防災機関に伝達するとともに、これら機関や報

道機関の協力を得て住民に周知できるよう努める。 

また、仙台管区気象台等は、避難勧告等の発令基準に活用す

る防災気象情報を、警戒レベルとの関係が明確になるよう、５

段階の警戒レベル又は警戒レベル相当情報として区分し、住民

の自発的な避難判断を促すものとする。 

なお、県及び町が大雨、暴風、高潮等の特別警報の伝達を受

けた場合、又は自ら知った場合は、県は直ちに町に通知しなけ

ればならず、町は直ちに公衆及び所在の官公署に周知させる措

第２章 災害応急対策 

第１節 防災気象情報の伝達 

第２．防災気象情報 

１．仙台管区気象台が発表する防災気象情報 

仙台管区気象台等は、気象・地象・水象等の観測結果に基づ

き特別警報・警報・注意報（緊急地震速報・大津波警報・津波

警報・津波注意報を除く。）及び気象情報（以下これらを「防災

気象情報」という。）を次により発表し、地方公共団体等の防災

機関等が行う防災対応や住民の自主的防災行動に資するため、

防災気象情報を防災機関に伝達するとともに、これら機関や報

道機関の協力を得て住民に周知できるよう努める。 

また、仙台管区気象台等は、避難勧告等の発令基準に活用す

る防災気象情報を、警戒レベルとの関係が明確になるよう、５

段階の警戒レベル又は警戒レベル相当情報として区分し、住民

の自発的な避難判断を促すものとする。 

なお、県及び町が大雨、暴風、高潮等の特別警報の伝達を受

けた場合、又は自ら知った場合は、県は直ちに町に通知しなけ

ればならず、町は直ちに公衆及び所在の官公署に周知させる措
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置をとらなければならない。 

その際、対象者に漏れなく、要配慮者にも配慮するとともに、

住民にとってわかりやすく伝達するよう努める。 

また、仙台管区気象台は、情報伝達を円滑に行うため防災気

象情報等に関する連絡会を開催し、情報内容等の理解の促進を

図る他、特別警報・警報・注意報等を発表したときの住民のと

るべき行動等について、関係機関と連携して普及啓発に努める。 

消防庁は、気象庁から受信した風水害に関する情報等を、全

国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）により、地方公共団体

等へ伝達する。 

 

《防災気象情報及びその活用》 

種類 概要 

特 

別 

警 

報 

大雨 

特別警報 

（略） 

災害がすでに発生している状況であり、命を守るための最善 

の行動をとる必要があることを示す警戒レベル５に相当。 

（略） （略） 

高潮 

特別警報 

台風や低気圧等による海面の上昇が特に異常であるため重大な

災害が発生するおそれが著しく大きいときに発表される。 

避難が必要とされる警戒レベル４に相当 

「特別警報」は警報の基準をはるかに超える状況で発表される。限に災害が発生し

ている場合もあり得るため、必要な措置は「特別警報」が発表される前にすべ

て完了していることが基本。 

警 

報 

（略） （略） 

高潮警報 

（略） 

避難が必要とされる警戒レベル４に相当 

予想最高潮位に応じて、想定される浸水区域に対して速やかに 

避難勧告発令や避難行動開始の判断をすることが重要 

大雨警報 

（略） 

高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に相当 

大雨警報（土砂災害）が発表されたら、大雨情報（土砂災害）

危険度分布等を確認し、命に危険を及ぼす危険度が高まってい

る領域では、土砂災害警戒区域等の外の少しでも安全な場所へ

の避難が必要。 

置をとらなければならない。 

その際、対象者に漏れなく、要配慮者にも配慮するとともに、

住民にとってわかりやすく伝達するよう努める。 

また、仙台管区気象台は、情報伝達を円滑に行うため防災気

象情報等に関する連絡会を開催し、情報内容等の理解の促進を

図る他、特別警報・警報・注意報等を発表したときの住民のと

るべき行動等について、関係機関と連携して普及啓発に努める。 

消防庁は、気象庁から受信した風水害に関する情報等を、全

国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）により、地方公共団体

等へ伝達する。 

 

１．防災気象情報及びその活用 

種類 概要 

特

別

警

報 

大雨 

特別警報 

大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著し

く大きいと予想されたときに発表される。大雨特別警報には、

大雨特別警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、大雨特

別警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が

明記される。災害が発生又は切迫している状況であり、命の危

険が迫っているため直ちに身の安全を確保する必要があること

を示す警戒レベル５に相当。 

大雪 

特別警報 

大雪が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著し

く大きいと予想されたときに発表される。 

暴風 

特別警報 

暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著し

く大きいと予想されたときに発表される。 

暴風雪 

特別警報 

雪を伴う暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそ

れが著しく大きいと予想されたときに発表される。「暴風による

重大な災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害等による重

大な災害」のおそれについても警戒が呼びかけられる。 

波浪 

特別警報 

高い波が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著

しく大きいと予想されたときに発表される。 

高潮 

特別警報 

台風や低気圧等による海面の上昇が特に異常であるため重大な

災害が発生するおそれが著しく大きいと予想されたときに発表

される。危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に

相当。 
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洪水警報 
（略） 

高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に相当 

（略） （略） 

注

意

報 

（略） （略） 

風雪 

注意報 

雪を伴う暴風により災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。「強風による災害」に加えて「雪を伴うこと

による視覚障害等による災害」のおそれについても注意を呼びか

ける。 

 

注

意

報 

（略） （略） 

高潮 

注意報 

（略） 

高潮警報に切替える可能性に言及されていない場合は、避難に

備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認するなど、

自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

高潮警報に切替える可能性が高い旨に言及されている場合は高

齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

大雨 

注意報 

（略） 

避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認する

など、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２であ

る。 

洪水 

注意報 

（略） 

避難に備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認する

など、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２であ

る。 

 （略） （略） 

「特別警報」は警報の基準をはるかに超える状況で発表される。既に災害が発生

している場合もあり得るため、必要な措置は「特別警報」が発表される前にすべ

て完了していることが基本。 

警

報 

大雨警報 

大雨により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警

報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）のように特に警戒

すべき事項が明記される。大雨警報（土砂災害）は、高齢者等は

危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

洪水警報 

河川の上流域での降雨や融雪等による河川の増水により、重大な

災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。河

川の増水や氾濫、堤防の損傷や決壊による重大な災害が対象とし

てあげられる。高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる

警戒レベル３に相当。 

大雪警報 
大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。 

暴風警報 
暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。 

暴風雪 

警報 

雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想

されたときに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて

「雪を伴うことによる視程障害等による重大な災害」のおそれ

についても警戒が呼びかけられる。 

波浪警報 
高い波により重大な災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。 

高潮警報 

台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害が発

生するおそれがあると予想されたときに発表される。 

危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

注

意

報 

大雨 

注意報 

大雨により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発

表される。ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難

に備え、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２で

ある。 

洪水 

注意報 

河川の上流域での降雨や融雪等による河川の増水により、災害

が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。避難

に備え、ハザードマップによる災害リスクの再確認等、自らの

避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

大雪 

注意報 

大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発

表される。 
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大雨警報（土

砂災害）の危

険度分布 

 

大雨による土砂災害の危険度の高まりの予測を、地図上で１㎞ 

四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。２時間先までの

雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新

しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が 

発表されたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認するこ

とができる。 

・「非常に危険」（うす紫）、「極めて危険」（濃い紫）：避難が必要

とされる警戒レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に

相当。 

・「注意」（黄）：避難に備えハザードマップ等により災害リスク

等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされる警

戒レベル２に相当。 

大雨警報（浸水

害）の危険度分

布 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予想を、地図上

で 1㎞四方の領域５段階に色分けして示す情報。１時間先までの

表面雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、大

雨警報（浸水害）等が発表されたときに、どこで危険度が高まる

かを面的に確認することができる。 

洪水警報の危

険度分布 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及

びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を地図 

上で河川流路を概ね 1㎞ごとに５段階に色分けして示す情報。３

時間さきまでの流域雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更

新しており、洪水警報が発表されたときに、どこで危険度が高ま

るかを面的に確認することができる。 

・「非常に危険」（うす紫）・避難が必要とされる警戒レベル４に

相当。 

洪水警報の危

険度分布 

・「警戒」（赤）：高齢者等の避難が必要とされる警戒レベル３に

相当。 

・「注意」（黄）：避難に備えハザードマップ等により災害リスク

等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒

レベル２に相当。 

早期注意情報 

（警報級の可

能性） 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発

表される。当日から翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報

の対象地域と同じ発表単位（東部、西部）で２日先から５日先に

かけて日単位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表単位（宮城

県）で発表される。 

強風 

注意報 

強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発

表される。 

風雪 

注意報 

雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想された

ときに発表される。「強風による災害」に加えて「雪を伴うこ

とによる視程障害等による災害」のおそれについても注意が呼

びかけられる。 

波浪 

注意報 

高い波により災害が発生するおそれがあると予想されたときに

発表される。 

高潮 

注意報 

台風や低気圧等による海面の異常な上昇が予想されたときに注

意を喚起するために発表される。高潮警報に切り替える可能性

に言及されていない場合は、ハザードマップによる災害リスク

の再確認等、避難に備え、自らの避難行動の確認が必要とされ

る警戒レベル２である。高潮警報に切り替える可能性が高い旨

に言及されている場合は、高齢者等は危険な場所からの避難が

必要とされる警戒レベル３に相当。 

濃霧 

注意報 

濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたときに

発表される。 

雷注意報 

落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発

表される。また、発達した雷雲の下で発生することの多い竜巻

等の突風や「ひょう」による災害への注意喚起が付加されるこ

ともある。急な強い雨への注意も雷注意報で呼びかけられる。 

乾燥 

注意報 

空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。具体的には、火災の危険が大きい気象条件が

予想されたときに発表される。 

なだれ 

注意報 

「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想されたと

きに発表される。 

着雪

（氷）注

意報 

著しい着雪（氷）により災害が発生するおそれがあると予想され

たときに発表される。具体的には、通信線や送電線、船体等への

被害が発生するおそれがあるときに発表される。 

融雪 

注意報 

融雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発

表される。具体的には、浸水害、土砂災害等の災害が発生する

おそれがあるときに発表される。 

霜注意報 

霜により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表

される。具体的には、早霜や晩霜により農作物への被害が発生

するおそれがあるときに発表される。 
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大雨に関して、明日までの期間に［高］又は［中］が予想されて

いる場合は、災害の心構えを高める必要があることを示す警戒レ

ベル１である。 

気象情報 

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意

を喚起する場合や、特別警報・警報・注意報が発表された後の経

過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発表される。 

土砂災害 

警戒情報 

大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害発生の危険

度が更に高まった時、市町村長の避難勧告や住民の自主避難の判

断を支援するため、対象となる市町村（仙台市、栗原市、大崎市、

大和町は東西に分割した地域）を特定して警戒を呼び掛ける情報

で、宮城県と仙台管区気象台から共同で発表される。 

なお、これを補足する情報である土砂災害警戒判定メッシュ情報

で、実際に危険度が高まっている場所を確認することができる。 

避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

竜巻注意情報 

（略） 

なお、実際に危険度が高まっている場合については、竜巻発生確

率ナウキャストで確認することができる。 

記録的短時間 

大雨情報 

（略） 

この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川

の増水・氾濫といった災害発生につながるような猛烈な雨が降っ

ている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まっている場所

については、警報の「危険度分布」で確認することができる。 

低温注意

報 

低温により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発

表される。具体的には、低温による農作物等への著しい被害や、

冬季の水道管凍結や破裂による著しい被害が発生するおそれが

あるときに発表される。 

土砂キキクル

（大雨警報（土

砂災害）の危険

度分布） 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で

1km四方の領域ごとに 5段階に色分けして示す情報。2時間先ま

での雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに

更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発

表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に確認するこ

とができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要と

される警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レ

ベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とさ

れる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、

避難に備え、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２

に相当。 

浸水キキクル

（大雨警報（浸

水害）の危険度

分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上

で 1km四方の領域ごとに 5段階に色分けして示す情報。1時間先

までの表面雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新してお

り、大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、危険度が高まっ

ている場所を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要と

される警戒レベル５に相当。 

洪水キキクル

（洪水警報の危

険度分布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及

びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上

で河川流路を概ね 1kmごとに 5段階に色分けして示す情報。3時

間先までの流域雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新し

ており、洪水警報等が発表されたときに、危険度が高ま高まって

いる場所を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要と

される警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レ

ベル４に相当。 
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・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とさ

れる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、

避難に備え、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２

に相当。 

流域雨量指数の

予測値 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川

及びその他河川）の、上流域での降雨による、下流の対象地点

の洪水危険度の高まりの予測を、洪水警報等の基準への到達状

況に応じて危険度を色分けした時系列で示す情報。6時間先ま

での雨量分布の予測（降水短時間予報等）を用いて常時 10分ご

とに更新している。 

早期注意情報

（警報級の可能

性） 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で

発表される。当日から翌日にかけては時間帯を区切って、天気予

報の対象地域と同じ発表単位（東部、西部）で、２日先から５日

先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表単位

（宮城県）で発表される。大雨に関して、[高]又は[中]が予想さ

れている場合は、災害への心構えを高める必要があることを示す

警戒レベル１である。 

宮城県 

気象情報 

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注

意を喚起する場合や、特別警報・警報・注意報が発表された後

の経過や予想、防災上の留意点が解説される場合等に発表され

る。 

雨を要因とする特別警報が発表されたときには、その後速やか

に、その内容を補足する「記録的な大雨に関する宮城県気象情

報」が発表される。また、大雨による災害発生の危険度が急激

に高まっている中で、線状の降水帯により非常に激しい雨が同

じ場所で降り続いているときには、「線状降水帯」というキー

ワードを使ってその旨を解説する「顕著な大雨に関する宮城県

気象情報」が発表される。 

土砂災害 

警戒情報 

大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がい

つ発生してもおかしくない状況となったときに、市町村長の避難

指示の発令判断や住民の自主避難の判断を支援するため、対象と

なる市町村（仙台市、栗原市、大崎市、大和町は東西に分割した

地域）を特定して警戒が呼びかけられる情報で、宮城県と仙台管

区気象台から共同で発表される。 

なお、市町村内で危険度が高まっている詳細な領域は、土砂キキ
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（注１）特別警報・気象警報・注意報基準は別表１〜７のとおり。なお、地震など不

測の事態により気象災害に係わる諸条件が変化し、通常の基準を適用するこ

とが適切でなくなった状態が長期間継続すると考えられる場合には、特定の

警報・注意報について対象地域を必要な範囲に限定して暫定基準を設定し、

通常より低い基準で運用する。暫定基準による運用を開始する際は、その旨

を宮城県、市町村及び関係機関へ周知するとともに仙台管区気象台ホームペ

ージに掲載する。 

（注２）大雨や強風などの気象現象によって、災害が起こるおそれのあるときには

「注意報」が、重大な災害が起こるおそれのあるときには「警報」が」、予

想される現象が特に異常であるため重大な災害が起こるおそれが著しく大き

い場合は「特別警報」が、県内の市町村（仙台市、栗原市、大崎市、大和町

は東西に分割した地域）毎に現象の危険度と雨量、風速、潮位等の予想値が

クル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で確認することがで

きる。 

危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風

に対して注意が呼びかけられる情報で、竜巻等の激しい突風の発

生しやすい気象状況になっているときに、天気予報の対象地域と

同じ発表単位「宮城県東部」「宮城県西部」で気象庁から発表さ

れる。 

なお、実際に危険度が高まっている場所は、竜巻発生確度ナウキ

ャストで確認することができる。また、竜巻の目撃情報が得られ

た場合には、目撃情報があった地域を示し、その周辺で更なる竜

巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている旨を

付加した情報が、天気予報の対象地域と同じ発表単位「宮城県東

部」、「宮城県西部」で発表される。 

この情報の有効期間は、発表から概ね１時間である。 

記録的短時間大

雨情報 

大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な

雨（１時間降水量）が観測（地上の雨量計による観測）又は解

析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）され、

かつ、キキクル（危険度分布）の「危険」（紫）が出現してい

る場合に、気象庁から発表される。 

この情報が発表されたときは、土砂災害及び低い土地の浸水や

中小河川の増水・氾濫による災害発生につながるような猛烈な

雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まっ

ている場所をキキクルで確認する必要がある。 

（注１）特別警報・気象警報・注意報基準は別表１〜３のとおり。なお、地震等不測

の事態により気象災害に係わる諸条件が変化し、通常の基準を適用すること

が適切でなくなった状態が長期間継続すると考えられる場合には、特定の警

報・注意報について対象地域を必要な範囲に限定して暫定基準を設定し、通

常より低い基準で運用する。暫定基準による運用を開始する際は、その旨を

宮城県、市町村及び関係機関へ周知するとともに仙台管区気象台ホームペー

ジに掲載する。 

（注２）大雨や強風等の気象現象により、災害が発生するおそれがあるときには「注

意報」が、重大な災害が発生するおそれがあるときには「警報」が」、予想

される現象が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大き

いときは「特別警報」が、県内の市町村（仙台市、栗原市、大崎市、大和町

は東西に分割した地域）毎に現象の危険度と雨量、風速、潮位等の予想値が
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時間帯ごとに示されて発表される。また、土砂災害や低地の浸水、中小河川

の増水・氾濫、竜巻等による激しい突風、落雷等については、実際に危険度

が高まっている場所が「危険度分布」等で発表される。なお、大雨や洪水な

どの警報等が発表された場合のテレビ、ラジオによる放送などでは、重要な

内容を簡潔かつ効果的に伝えられるよう、これまでどおり市町村等をまとめ

た地域の名称を用いられる場合がある。 
 
 
 

別表１特別警報の指標一覧表 

種類 指標 

七ヶ浜町にお

ける 50年に一

度の値 

雨を要因と

する特別警

報 

以下①又は②いずれかを満たすと予想され、か

つ、更に雨が降り続くと予想される場合に発表す

る。 

 

①48 時間降水量及び土壌雨量指数において、50 年

に一度の値を超過した 5km格子が、共に府県程度

の広がりの範囲内で 50格子以上出現。 

②3 時間降水量及び土壌雨量指数において、50 年

に一度の値を超過した 5km 格子が、共に府県程

度の広がりの範囲内で 10 格子以上出現（ただ

し、3 時間降水量が 150mm を超える格子のみを

カウント対象とする）。 

【48時間降水

量】 

326mm 

【3時間降水

量】 

134mm 

【土壌雨量指

数】 

208 

台風等を要

因とする特

別警報の指

標 

「伊勢湾台風」級（中心気圧 930hPa 以下、風速

50m/s 以上）の台風や同程度の温帯低気圧が来襲

する場合に、特別警報を発表する。 

 

台風については、指標となる中心気圧、風速を

保ったまま、中心が接近・通過すると予想される

地域（予報円がかかる地域）における、大雨・暴

風・高潮・波浪の警報を、特別警報として発表。 

温帯低気圧については、指標となる風速が予想さ

れる地域における、大雨・暴風（雪を伴う場合は

暴風雪）・高潮・波浪の警報を、特別警報として発

― 

時間帯ごとに示されて発表される。また、土砂災害や低い土地の浸水、中小

河川の増水・氾濫、竜巻等による激しい突風、落雷等により実際に危険度が

高まっている場所が「キキクル」や「雷ナウキャスト」、「竜巻発生確度ナウ

キャスト」等で発表される。なお、大雨や洪水等の警報等が発表された場合

のテレビ、ラジオによる放送等では、重要な内容を簡潔かつ効果的に伝えら

れるよう、これまでどおり市町村等をまとめた地域の名称を用いられる場合

がある。 

 

 

別表１特別警報の指標一覧表 

現象の

種類 
基準 

七ヶ浜町における 

50年に一度の値 

大雨 
台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大

雨が予想される場合 

【48時間降水量】326mm 

【3時間降水量】134mm 

【土壌雨量指数】208 

暴風 数十年に一度の強度

の台風や同程度の温

帯低気圧により 

暴風が吹くと予想される場合 － 

高潮 高潮になると予想される場合  

波浪 波になると予想される場合  

暴風雪 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧によ

り雪を伴う暴風が吹くと予想される場合 
 

大雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 
【積雪深】38cm 

（地点名：仙台） 
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表する。 

雪を要因と

する特別警

報の指標 

府県程度の広がりをもって 50 年に一度の積雪

深となり、かつ、その後も警報級の降雪が丸一日

程度以上続くと予想される場合に大雪特別警報を

発表する。 

【積雪深】 

38mm 

（地点名：仙

台） 

 

 

別表２警報・注意報発表基準一覧表 

令和元年 5月 29日現在 

発表官署仙台管区気象台 

（略） 

警報 

大

雨 

（浸水害） 雨量基準 18 

（ 土 砂 災

 

土壌雨量指数基準 108 

洪水 

流域雨量指数基準 － 

複合基準   － 

指定河川洪水予報

による基準 
－ 

暴風 平均風速 
陸

 

18m/s 

海

 

18m/s 

暴風雪 平均風速 
陸

 

18m/s雪を伴う 

海

 

18m/s雪を伴う 

大雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ 20cm 

波浪 有義波高 6.0m 

高潮 潮位 1.3m 

注意

報 

大雨 
表面雨量指定基準 11 

土壌雨量指数基準 86 

洪水 

流域雨量指数基準 － 

複合基準   － 

指定河川洪水予報

による基準 

－ 

強風 平均風速 
陸

 

13m/s 

海

 

13m/s 

 

 

 

 

 

別表２警報・注意報発表基準一覧表 

令和 4年 5月 26日現在 

発表官署仙台管区気象台 

（略） 

警報 

大

雨 

（浸水害） 雨量基準 18 

（ 土 砂 災

 

土壌雨量指数基準 120 

洪水 

流域雨量指数基準 － 

複合基準＊1 － 

指定河川洪水予報

による基準 
－ 

暴風 平均風速 
陸

 

18m/s 

海

 

20m/s 

暴風雪 平均風速 
陸

 

18m/s雪を伴う 

海

 

20m/s雪を伴う 

大雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ 20cm 

波浪 有義波高 6.0m 

高潮 潮位 1.6m 

注意

報 

大雨 
表面雨量指定基準 11 

土壌雨量指数基準 94 

洪水 

流域雨量指数基準 － 

複合基準＊1 － 

指定河川洪水予報

による基準 

－ 

強風 平均風速 
陸

 

13m/s 

海

 

15m/s 
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78 

 

 

 

 

 

 

風雪 平均風速 
陸

 

13m/s雪を伴う 

海

 

13m/s雪を伴う 

（略） 

記録的短時間大雨情報 １時間雨

 

100mm  

*1（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表してい

  *2 冬期の気温は仙台管区気象台、石巻特別地域気象観測所の値。 

 

 

２．火災気象通報 

通報基準番

号 

通報内容 

１ 実行湿度 65％以下、最小湿度 45％以下で、平均風速 7m/s 以上が

予想された場合。 

２ 実効湿度 60％以下、最小湿度 35％以下が予想された場合。 

３ 平均風速 13m/s(江ノ島、北～東南東 18m/s)以上が予想された場合。

（ただし、降雨時又は降雪時は通報しないこともある。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３．気象警報等の伝達 

気象庁及び仙台管区気象台が発表した気象警報・注意報等は、

気象台から防災関係機関や報道機関に伝達する。それを受理した

機関は、それぞれの伝達系統により町等の関係機関へ伝達、ま

た、放送することにより地域住民に周知するよう努める。なお、

県及び町は、大雨、暴風、高潮等の特別警報の伝達を受けた場合

風雪 平均風速 
陸

 

13m/s雪を伴う 

海

 

15m/s雪を伴う 

（略） 

記録的短時間大雨情報 １時間雨

 

100mm  

*1（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表してい

  *2 冬期の気温は仙台管区気象台、石巻特別地域気象観測所の値。 

 

 

２．火災気象通報 

通報基準 仙台管区気象台が発表する乾燥注意報及び強風注意報の発表基準 

（注）基準の詳細は（別表 2）警報・注意報発表基準一覧表を参

照 

地域区分 七ヶ浜町全域を単位とする。（二次細分区域） 

通報方法 

・仙台管区気象台は、5時に発表する天気予報に基づき、翌日朝 9

時までの気象状況の概要を気象概況として毎日 5時頃に通報する。

なお、予想に変化があった場合、定時と同様の形式で通報（臨時通

報）する。 

・火災気象通報の通報基準に該当又は該当するおそれがある場合

は、見出しの冒頭に通報区分として「火災気象通報」と明示し、注

意すべき事項を付加する。 

・火災気象通報の通報基準に該当する地域・時間帯で降水（降雪を

含む）が予想される場合には、火災気象通報に該当しないと判断し、

見出しの明示を行わないことがある。 

通報区分 乾燥注意報→火災気象通報【乾燥】 

強風注意報→火災気象通報【強風】 

乾燥注意報及び強風注意報→火災気象通報【乾燥・強風】 

 

第３．気象警報等の伝達 

気象庁及び仙台管区気象台が発表した気象警報・注意報等は、

気象台から防災関係機関や報道機関に伝達する。それを受理した

機関は、それぞれの伝達系統により町等の関係機関へ伝達、ま

た、放送することにより地域住民に周知するよう努める。なお、

県及び町は、大雨、暴風、高潮等の特別警報の伝達を受けた場合

は、これを直ちに住民等に伝達するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 
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は、これを直ちに住民等に伝達するものとする。 

 

第４．異常現象の発見者の通報と措置 

●災害の発生するおそれのある異常な現象を発見した者は、速やかにその旨を町

長、消防機関又は警察署に通報しなければならない。 

（略） 
 

 

第４．異常現象の発見者の通報と措置 

●災害の発生するおそれのある異常な現象を発見した者は、速やかにその旨を町

長、消防機関又は警察署に通報しなければならない。 

（略） 
 

 

記述の適

正化 
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第２節 防災活動体制 

第１．目的 

災害が発生した場合、町内の広い範囲で住民の生命、財産に被

害を及ぼすおそれがある。このため、町、防災関係機関は、災害

が発生し、又はそのおそれがある場合、一刻も早い初動体制を確

立し、情報の収集、応急対策等を実施することが重要である。 

 

（追加） 

 

 

 

 

第２．町の活動体制 

詳細については、地震災害対策編 P.●第２章 災害応急対策  

第１節 防災活動体制 

「第３．町の活動体制」を準用する。 

 

第３．動員計画 

２．動員の伝達及び配備 

 

第４．災害対策本部 

災害対策本部の設置は次のとおりとする。 

●一定の町域に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合。 

●一定の町域に災害応急対策を必要とする場合。 

第２節 防災活動体制 

第１．目的 

災害が発生した場合、町内の広い範囲で住民の生命、財産に被

害を及ぼすおそれがある。このため、町、防災関係機関は、災害

時には、一刻も早い初動体制を確立し、情報の収集、応急対策等

を実施することが重要である。 

 

第２．初動対応の基本的考え方 

詳細は、地震災害対策編 P.118 第２章 災害応急対策 

第１節 防災活動体制 

「第２．初動対応の基本的考え方」を準用する。 

 

第３．町の活動体制 

詳細については、地震災害対策編 P.118 第２章 災害応急対

策  

第１節 防災活動体制 

「第３．町の活動体制」を準用する。 

 

第４．動員計画 

２．動員の動員体制 

 

第５．災害対策本部 

（削除） 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

記述の適

正化 

 

 

 

 

記述の適

正化 

 

記述の適

正化 
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● 災害救助法の適用を要する災害が発生したとき。 

●その他、町長が必要と認めたとき。 

（追加） 

 

 

 

 

詳細は、地震災害対策編 P.120 第２章 災害応急対策 

第１節 防災活動体制 第５．災害対策本部 

「１．災害対策本部の設置基準」を準用する。 
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第３節 警戒活動 

第３．水防活動 

（略） 

●水防団及び消防機関は、出水時に土のう積み等迅速な水防活動を実施するため、。

また、河川管理者、県及び町と連携し、現地における迅速な水防活動が行えるよ

う、洪水警報の危険度分布で薄い紫が出現するなど必要に応じ水防上緊急の必要

がある場所において警戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対してその区域へ

の立入の禁止、又はその区域からの退去等を命ずる。 

（略） 

 

第４．土砂災害警戒活動 

町長は、宮城県及び仙台管区気象台から土砂災害警戒情報が発

表された場合若しくは土砂災害の発生のおそれがある場合には、

地域防災計画に基づき土砂災害警戒情報に係る必要事項を関係機

関及び住民その他関係のある団体へ伝達するよう努める。 
また、土砂災害警戒区域及び土砂災害危険個所の警戒活動を行

うとともに、土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分

布）等の補足情報や渓流・斜面の状況等を総合的に判断し、住民

に対し、避難勧告等の発令等の必要な措置を講じる 

 

第３節 警戒活動 

第３．水防活動 

（略） 

●水防団及び消防機関は、出水時に土のう積み等迅速な水防活動を実施するため、。

また、河川管理者、県及び町と連携し、現地における迅速な水防活動が行えるよ

う、洪水警報の危険度分布で薄い紫が出現するなど必要に応じ水防上緊急の必要

がある場所において警戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対してその区域へ

の立入の禁止、又はその区域からの退去等を命ずる。 

（略） 

 

第４．土砂災害警戒活動 

町長は、宮城県及び仙台管区気象台から土砂災害警戒情報が発

表された場合若しくは土砂災害の発生のおそれがある場合には、

地域防災計画に基づき土砂災害警戒情報に係る必要事項を関係機

関及び住民その他関係のある団体へ伝達するよう努める。 
また、土砂災害警戒区域及び土砂災害危険個所の警戒活動を行

うとともに、土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）

等の補足情報や渓流・斜面の状況等を総合的に判断し、住民に対

し、避難情報の発令等の必要な措置を講じる 

 

 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 
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計画」の
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第４節 避難・誘導対策 

第１．目的 

災害発生時又は災害発生のおそれがある場合において、地区住

民等を速やかに避難誘導させるため、町及び防災関係機関は、適

第４節 避難活動 

第１．目的 

災害発生時又は災害発生のおそれがある場合において、地区住

民等を速やかに避難誘導させるため、町及び防災関係機関は、適

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 
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切な避難の勧告又は指示等を行うとともに、速やかに指定緊急避

難場所の開放及び指定避難所を開設し、地区住民等の安全が確保

されるまでの間、あるいは住家の復旧がなされるまでの間、管理

運営に当たる。 

 

２．避難勧告等の対象とする避難行動（洪水・土砂災害・高潮

等） 

避難勧告等の対象とする避難行動については、これまで避難

所と呼称されてきた場所に移動することのみではなく、次のす

べての行動を避難行動とする。 

 

（１）指定緊急避難場所への立ち退き避難 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）近隣の安全な場所（近隣より安全な場所・建物等）への

立ち退き避難 

（追加） 

 

 

 

 

切に避難の勧告又は指示等を行うとともに、速やかに指定緊急避

難場所の開放及び指定避難所を開設し、地区住民等の安全が確保

されるまでの間、あるいは住家の復旧がなされるまでの間、管理

運営に当たる。 

 

２．住民がとるべき避難行動（洪水・土砂災害・高潮等） 

 

避難勧告等の対象とする避難行動については、これまで避難

所と呼称されてきた場所に移動することのみではなく、次のす

べての行動を避難行動とする。 

 

（１）避難リードタイムを確保できる場合にとる避難行動 

高齢者等避難、避難指示の発令時等、避難のリードタイム

（指定緊急避難場所への立退き避難に要する時間）が確保で

きる場合には、立退き避難を基本とし、次のいずれかの避難

行動をとる。 

●立退き避難 

災害リスクのある区域等の住民等が、指定緊急避難場所又は安全な自主避難先

（親戚・知人宅、ホテル・旅館）への移動等対象とする災害から安全な場所に移

動する。 

●屋内安全確保 

災害のリスクのある区域等においても、住民等がハザードマップ等で浸水想定

区域、浸水等を確認し、自宅・施設等への浸水しない上階への移動又は上層階に

留まるなど自らの判断で計画的に身の安全を確保する。 

 

（２）緊急安全確保（リードタイムを確保できない場合にとら

ざるを得ない避難行動） 

緊急安全確保の発令時（※）等、立退き避難を行う必要の

ある居住者等が、適切なタイミングで避難をしなかった又は

急激に災害が切迫するなどして避難することができなっかた

等、立退き避難を安全にできない可能性がある状況に至って

しまったと考えられる場合には、立退き避難から行動を変容
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（３）屋内安全確保（その時点に居る建物内において、より安

全な部屋等への避難） 

 

第２．避難準備・高齢者等避難開始 

１．町は避難勧告及び避難指示（緊急）のほか、一般住民に対

して避難準備及び自主的な避難を呼びかけるとともに、避難行動

要支援者等、特に避難行動に時間を要する者に対して、早めの段

階で避難行動を開始することを求める避難準備・高齢者等避難開

始を伝達する必要がある。 

 

 

避難準備・高齢者等避難開始については、それを発令したから

といって必ずしも避難勧告・指示をださなければならないわけで

はなく、危険が去った場合には、避難準備・高齢者等避難開始の

みの発令でおわることもあり得る。このような認識の下、時期を

逃さずに避難準備・高齢者等避難開始を発令すべきである。 

 

１．土砂災害 

他の水災害と比較して突発性が高く、予測が困難な土砂災害

に対しては、避難準備・高齢者等避難開始を積極的に活用する

こととし、避難準備・高齢者等避難開始が発令された段階から

自発的に避難を開始することを、土砂災害警戒区域・危険個所

等の住民に推奨するよう努める。 

 

２．高潮災害 

高潮注意報が発表され、なおかつ警報に切り替わる可能性が

ある等、避難勧告を発令する可能性がある場合に、避難準備・

し、その時点でいる場所よりも相対的に安全である場所に直

ちに移動する。 

※町が災害の状況を確実に把握できるものではない等の理由

から、必ず発令されるものではない。 

 

（削除） 

 

 

第２．避難準備・高齢者等避難開始 

１．町は避難勧告及び避難指示（緊急）のほか、一般住民に対

して避難準備及び自主的な避難を呼びかけるとともに、避難行動

要支援者等、特に避難行動に時間を要する者に対して、早めの段

階で避難行動を開始することを求めるとともに、高齢者等以外の

者に対して、必要に応じて普段の行動を見合わせ始めることや、

自主的な避難を呼びかける避難準備・高齢者等避難開始を伝達す

る必要がある。 

避難準備・高齢者等避難開始については、それを発令したから

といって必ずしも避難勧告・指示をださなければならないわけで

はなく、危険が去った場合には、避難準備・高齢者等避難開始の

みの発令でおわることもあり得る。このような認識の下、時期を

逸さずに避難準備・高齢者等避難開始を発令すべきである。 

 

１．土砂災害 

他の水災害と比較して突発性が高く、予測が困難な土砂災害

に対しては、避難準備・高齢者等避難開始を積極的に活用する

こととし、避難準備・高齢者等避難開始が発令された段階から

自発的に避難を開始することを、土砂災害警戒区域・危険個所

等の住民に推奨するよう努める。 

 

２．高潮災害 

高潮注意報が発表され、なおかつ警報に切り替わる可能性が

あるなど、避難指示等を発令する可能性がある場合に、避難準
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高齢者等避難開始を発令することを基本とする。台風情報で発

表される、台風の強さ、位置、暴風域の範囲等の予報を判断材

料とする。 

 

３．夜間に備えた対応 

前線や、台風等により立ち退き避難が困難となる夜間・未明

において、避難勧告を発令する可能性がある場合には、夕方等

の明るい時間帯に避難準備・高齢者等避難開始を発令すること

を検討する。具体的には、夕刻時点において、大雨警報（土砂

災害）が夜間にかけて継続する場合、または大雨注意報が発表

されている状況で、当該注意報の中で夜間〜翌日早期に大雨警

報（土砂災害）に切り替える可能性が言及されている場合が該

当する。 

 

第３．避難の勧告又は指示等 

災害時により、人命の保護又は被害の拡大の防止のため必要と

認められる場合、町長は、住民に対して速やかに避難の勧告又は

指示を行う。 

また、町長は、大雨の避難そのものに危険を伴うなどを考慮し、

台風等による豪雨や暴風の襲来が予測される場合には、空振りを

恐れず早期に避難勧告等を発令する。 

「勧告」とは、災害を覚知し、被害の拡大が予想され、事前に

避難を要すると判断されるとき、その地域の住民がその「勧告」

を尊重することを期待して、避難のための立ち退きを勧め又は促

す行為をいう。 

「指示」とは、災害の危険が目前に切迫し、緊急に避難を要す

ると認められるとき、「勧告」よりも拘束力が強く、住民を避難の

ために立ち退かせるためのものを言う。 

なお、町長は、避難時の周囲の状況等により避難のために立ち

退きを行うことがかえって人の生命又は身体に危険を伴う場合等

やむを得ないときは、住民に対し、屋内安全確保等の安全確保措

置を指示することができる。 

備・高齢者等避難開始を発令することを基本とする。台風情報

で発表される、台風の強さ、位置、暴風域の範囲等の予報を判

断材料とする。 

 

３．夜間に備えた対応 

前線や、台風等により立ち退き避難が困難となる夜間・未明

において、避難情報を発令する可能性がある場合には、夕方等

の暗くなる前の時間帯に避難準備・高齢者等避難開始を発令す

ることを検討する。具体的には、夕刻時点において、大雨警報

（土砂災害）が夜間にかけて継続する場合、または大雨注意報

が発表されている状況で、当該注意報の中で夜間〜翌日早期に

大雨警報（土砂災害）に切り替える可能性が言及されている場

合が該当する。 

 

第３．避難の勧告又は指示等 

災害時において、人命の保護又は被害の拡大の防止のため必要

と認められる場合、町長は、住民に対して速やかに避難のための

立退きを指示する。 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

また、町長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしてい

る場合において、避難のための立ち退きを行うことによりかえっ

て人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあり、かつ、事態に照

らし緊急を要すると認めるときは、緊急に安全を確保するための

修正 
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特に、土砂災害や下水道による水害については、突発性が高く

正確な事前予測が困難であることが多いため、町長は指定緊急避

難場所の開設を終えていない状況であっても躊躇なく避難勧告等

を発令することとし、住民はそのような場合があり得ることに留

意する。 

 

第４．避難の勧告又は指示等の内容及び周知 

１．避難の勧告又は指示等の基準 

避難の勧告又は指示等は概ね次の区分により実施する。 

避難準備・高齢

者避難開始 

● 近隣での浸水や、当該地域の降雨状況、降雨予測等により浸

水の危険が高いと予測されるとき。 

●近隣で土砂災害の前兆現象（湧き水・地下水が濁り始めた、

量が変化）を発見したとき。 

●土砂災害警戒情報が発表されたとき。 

●その他、町長が必要と認めるとき。 

避難勧告 

●近隣で浸水が拡大しつつあるとき。 

●高潮警報発令時 

● 近隣で土砂災害の前兆現象（渓流付近で斜面崩壊、斜面のは

らみ、擁壁・道路等にクラック発生）を発見したとき。 

●火災が発生し、住民に生命の危険性が及ぶと認められるとき。 

●有毒ガスその他の危険物質が流出拡散し、または流出拡散の

恐れがあり、住民に生命の危機が認められるとき。 

●災害の状況により、事前の避難を要すると認められるとき。 

●その他、町長が必要と認めるとき。 

避難指示 

（緊急） 

●近隣で浸水が床上に及んでいるとき。 

●現在の潮位が、危険潮位に到達したとき。 

● 海岸堤防の倒壊や決壊が発生したとき。 

● 水門等の防潮施設に支障があるとき。 

● 異常な越波が発生したとき。 

●近隣で土砂災害が発生したとき。 

措置を指示することができる。 

（削除） 

 

 

 

 

 

第４．避難の勧告又は指示等の内容及び周知 

１．避難の勧告又は指示等の基準 

避難の勧告又は指示等は概ね次の区分により実施する。 

警戒レベル３ 

高齢者等避難 

【土砂災害】 

１：大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報[土砂災害]）が

発表され、かつ、土砂災害の危険度分布が「警戒（赤）」（警戒

レベル３相当情報[土砂災害]）となった場合 

２：数時間後に避難経路等の事前通行規制等の基準値に達するこ

とが想定される場合 

３：警戒レベル３高齢者等避難の発令が必要となるような強い降

雨を伴う前線や台風等が、夜間から明け方に接近・通過するこ

とが予想される場合（大雨注意報が発表され、当該注意報の中

で、夜間～翌日早朝に大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当

情報[土砂災害]）に切り替える可能性が高い旨に言及されてい

る場合など）（夕刻時点で発令） 

【高潮】 

１：高潮注意報の発表において警報に切り替える可能性が高い旨

に言及された場合 

２：高潮注意報が発表されている状況において、台風情報で、台

風の暴風域がかかると予想されている、又は台風が接近するこ

とが見込まれる場合 

３：警戒レベル３高齢者等避難の発令が必要となるような強い降

雨を伴う台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予

想される場合（夕刻時点で発令） 
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● 近隣で土砂移動現象や土砂災害の前兆現象（山鳴り、流木の

流出、斜面の亀裂等）を発見したとき。 

● 火災が発生し、住民に生命の危険性が著しく切迫していると

認められるとき。 

●有毒ガスその他の危険物質が流出拡散し、または流出拡散の

恐れがあり、住民に生命の危機が著しく切迫していると認め

られるとき。 

 その他危険が著しく切迫し、緊急に避難を要すると認められ

るとき。 

 その他、町長が必要と認めるとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４：「伊勢湾台風」級の台風が接近し、上陸 24 時間前に、特別警

報発表の可能性がある旨、気象情報や気象庁の記者会見等によ

り周知された場合 

【その他】 

１：近隣での浸水や、当該地域の降雨状況、降雨予測等により浸

水の危険が高いと予測されるとき 

２：その他、町長が必要と認めるとき 

警戒レベル４ 

避難指示 

【土砂災害】 

１：土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報[土砂災害]）が発

表された場合 

２：土砂災害の危険度分布で「危険（紫）」（警戒レベル４相当情

報[土砂災害]）となった場合 

３：警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨を

伴う前線や台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが

予想される場合（夕刻時点で発令） 

４：警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨を

伴う台風等が、立退き避難が困難となる暴風を伴い接近・通過

することが予想される場合 

５：土砂災害の前兆現象（山鳴り、湧き水・地下水の濁り、渓流

の水量の変化等）が発見された場合 

【高潮】 

１：高潮警報（警戒レベル４相当情報[高潮]）あるいは高潮特別

警報（警戒レベル４相当情報[高潮]）が発表された場合 

２：警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨を

伴う台風等が、夜間 から明け方に接近・通過することが予想

される場合（高潮注意報が発表され、当該注意報において、夜

間～翌日早朝までに警報に切り替える可能性が高い旨に言及

される場合など）（夕刻時点で発令） 

【その他】 

１：近隣で浸水が拡大しつつあるとき 

２：火災が発生し、住民に生命の危険性が及ぶと認められるとき 
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３：有毒ガスその他の危険物質が流出拡散し、または流出拡散の

恐れがあり、住民に生命の危機が認められるとき 

４：災害の状況により、事前の避難を要すると認められるとき 

５：その他、町長が必要と認めるとき 

警戒レベル５ 

緊急安全確保 

【土砂災害】 

１：大雨特別警報（土砂災害）（警戒レベル５相当情報[土砂災害]）

が発表された場合 

２：土砂災害の危険度分布で「災害切迫（黒）」（警戒レベル５相

当情報[土砂災害]）となった場合 

３：土砂災害の発生が確認された場合 

４：近隣で土砂移動現象や土砂災害の前兆現象（山鳴り、流木の

流出、斜面の亀裂等）を発見したとき 

【高潮】 

１：水門、陸閘等の異常が確認された場合 

２：潮位が「危険潮位※」を超え、浸水が発生したと推測される

場合 

３：水位周知海岸において、高潮氾濫発生情報が発表された場合 

４：海岸堤防等が倒壊した場合 

５：異常な越波・越流が発生した場合 

６：水位周知海岸において、高潮氾濫が発生した場合 

【その他】 

１：近隣で浸水が床上に及んでいるとき 

２：火災が発生し、住民に生命の危険性が著しく切迫していると

認められると 

き 

３：有毒ガスその他の危険物質が流出拡散し、または流出拡散の

恐れがあり、住民に生命の危機が著しく切迫していると認めら

れるとき 

４：その他危険が著しく切迫し、緊急に避難を要すると認められ

るとき 

５：その他、町長が必要と認めるとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６１ 

 

91 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

92 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５．避難誘導 

住民等の避難誘導は、地域防災計画に定めるところによるが、

町職員、警察官、消防職員等は、住民が安全かつ迅速に避難でき

るよう避難先（指定緊急避難場所・指定避難所）への円滑な誘導

に努める。 

誘導に当たっては、避難路の安全を確認しつつ、できるだけ地

区ごとなどの集団避難を行うものとし、避難行動要支援者の避難

を優先して行うものとする。なお、避難時の周囲の状況等により、

指定緊急避難場所への移動がかえって危険を伴う場合や、屋内に

留まっていた方が安全な場合等やむを得ないと住民等自身が判断

する場合は「近隣の安全な場所」への移動又は「屋内安全確保」

の措置を講ずべきことにも留意する。 

また、町は、消防職団員、町職員等避難誘導や防災対応にあた

る者の安全が確保されることを前提とした上で、水門・陸閘の閉

鎖や避難行動要支援者の避難支援などの緊急対策を行う。 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

第６．避難所の開設及び運営 

指定緊急避難場所に避難した被災者のうち、住居などを喪失す

るなど引き続き保護を要する者に対して、洪水、高潮、土砂災害

等の危険性を十分配慮し指定避難所を開設するとともに、住民等

に対し周知を図る。 

（追加）町は、災害の規模にかんがみ必要な避難所を、可能な

限り当初から開設するように努める。 

 

（略） 

第５．避難誘導 

住民等の避難誘導は、地域防災計画に定めるところによるが、

町職員、警察官、消防職員等は、住民が安全かつ迅速に避難でき

るよう避難先（指定緊急避難場所・指定避難所）への円滑な誘導

に努める。 

誘導に当たっては、避難路の安全を確認しつつ、できるだけ地

区ごとなどの集団避難を行うものとし、避難行動要支援者の安全

の確保を図り、必要な援助を行うとともに、避難場所及び避難路

や避難先、災害危険箇所等（浸水区域、土砂災害危険箇所等の存

在、雪崩災害の危険箇所等）の所在、災害の概要その他の避難に

資する情報の提供に努める。なお、避難時の周囲の状況等により、

指定緊急避難場所への移動がかえって危険を伴う場合や、屋内に

留まっていた方が安全な場合等やむを得ないと住民等自身が判断

する場合は、立退き避難から行動を変容し緊急安全確保の措置を

講ずべきことにも留意する。 

また、町は、消防職団員、町職員等避難誘導や防災対応にあた

る者の安全が確保されることを前提とした上で、水門・陸閘の閉

鎖や避難行動要支援者の避難支援等の緊急対策を行う。 

 

第６．指定緊急避難場所の開放及び周知  

町は、災害時には、必要に応じ、避難情報の発令等とあわせて

指定緊急避難場所を開放し、住民等に対し周知徹底を図る 

 

第７．避難所の開設及び運営 

指定緊急避難場所に避難した被災者のうち、住居等を喪失する

など引き続き保護を要する者に対して、洪水、高潮、土砂災害等

の危険性を十分配慮し指定避難所を開設するとともに、住民等に

対し周知を図る。 

町は、災害の規模にかんがみ必要な避難所を、可能な限り当初

から開設するように努める。 

 

（略） 
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（追加） 

 

 

 

 

第７．避難長期化への対処 

 

第８．帰宅困難者対策 

 

（追加） 

 

 

 

 

第９．浸水想定区域内の避難行動要支援者関連施設等の災害応急

対策 

 

（追加） 

 

 

 

 

第１０．在宅避難者への支援 

詳細については、地震災害対策編 P.204 第２章 災害応急対

策 

第１３節 避難活動 

「第１０．在宅避難者への支援」を準用する。 

 

第１１．学校・社会福祉施設等における避難対策 

詳細については、地震災害対策編 P.205 第２章 災害応急対

 

第８．避難情報の発令等による広域避難 

詳細は、地震災害対策編 P.201 第２章 災害応急対策 

第１３節 避難活動 

「第７．避難情報の発令等による広域避難」を準用する。 

 

第９．避難長期化への対処 

 

第１０．帰宅困難者対策 

 

第１１．孤立集落の安否確認対策 

詳細は、地震災害対策編 P.203 第２章 災害応急対策 

第１３節 避難活動 

「第１０．孤立集落の安否確認対策」を準用する。 

 

第１２．浸水想定区域内の避難行動要支援者関連施設等の災害応

急対策 

 

第１３．広域避難者への支援 

詳細は、地震災害対策編 P.204 第２章 災害応急対策 

第１３節 避難活動 

「第１１．広域避難者への支援」を準用する。 

 

第１４．在宅避難者への支援 

詳細については、地震災害対策編 P.204 第２章 災害応急対

策 

第１３節 避難活動 

「第１２．在宅避難者への支援」を準用する。 

 

第１５．学校・社会福祉施設等における避難対策 

詳細については、地震災害対策編 P.205 第２章 災害応急対

 

「宮城県

地域防災
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修正 

 

記述の適

正化 

記述の適

正化 
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修正 

 

記述の適

正化 
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記述の適

正化 
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策 

第１３節 避難活動 

「第１１．学校・社会福祉施設等における避難対策」を準用す

る。 

 

第１２．避難所以外への避難者の誘導 

詳細については、地震災害対策編 P.205 第２章 災害応急対

策 

第１３節 避難活動 

「第１２．避難所以外への避難者の誘導」を準用する。 
 

策 

第１３節 避難活動 

「第１３．学校・社会福祉施設等における避難対策」を準用す

る。 

 

第１６．避難所以外への避難者の誘導 

詳細については、地震災害対策編 P.205 第２章 災害応急対

策 

第１３節 避難活動 

「第１４．避難所以外への避難者の誘導」を準用する。 
 

 

 

 

 

記述の適

正化 

 

 

 

 

 

96 第５節 災害情報の収集・伝達体制 

第１．目的 

災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、円滑な応

急対策活動を実施するため各防災関係機関は、緊密な連携のもと

災害に関する情報を迅速、かつ、的確に把握する体制を整えるも

のとする。 

（略） 

第５節 災害情報の収集・伝達体制 

第１．目的 

災害時において、円滑な応急対策活動を実施するため各防災関

係機関は、緊密な連携のもと災害に関する情報を迅速、かつ、的

確に把握する体制を整えるものとする。 

 

（略） 

 

記述の適

正化 
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第１４節 救急・救助活動 

 重点項目 行政 住民・地域 民間事業所 

（略）    

（追加） ○  ○ 

（追加） ○   
 

第１４節 救急・救助活動 

 重点項目 行政 住民・地域 民間事業所 

（略） ○   

●感染症対策 ○  ○ 

●救急・救助用資機材の整備 ○   
 

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 

 

 

111 第１８節 公共土木施設等の応急復旧 

 

第１８節 公共土木施設等の応急対策 

 

記述の適

正化 

119 

 

 

 

第２６節 災害廃棄物処理活動及び障害物の除去 

詳細については、地震災害対策編 P.244 第２章 災害応急対

策 

「第２３節 災害廃棄物処理活動及び障害物の除去」を準用す

第２６節 災害廃棄物処理活動及び障害物の除去 

詳細については、地震災害対策編 P.244 第２章 災害応急対

策 

「第２３節 災害廃棄物処理活動及び障害物の除去」を準用す

「宮城県

地域防災

計画」の

修正 
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第２８節 ライフライン施設等の応急復旧 

主管部署 水道部、総務部 

関係部署 

東日本電信電話(株)宮城支店、 

東北電力(株)塩釜営業所・東北電力ネットワーク(株)、、 

宮城県仙南・仙塩広域水道事務所、塩釜ガス㈱ 

  

第２８節 ライフライン施設等の応急復旧 

主管部署 水道部、総務部 

関係部署 

東日本電信電話(株)宮城支店、 

東北電力(株)塩釜営業所、・東北電力ネットワーク(株)、 

宮城県仙南・仙塩広域水道事務所、塩釜ガス㈱ 

  

 

実態に合

わせ修正 

 

125 

 

126 
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第３２節 災害種別毎応急対策 

第２．火災応急対策 

４．消防本部の活動 

（２）火災の初期消火と延焼防止 

火災が発生した場合は、消防団や自主防災組織を指揮し、

初期消火に努め、火災の延焼及び災害の拡大防止を図る。 

 

５．消防団の活動 

（４）避難誘導 

避難の指示・勧告が出された場合は、関係機関と連絡をと

りながら、住民を安全な場所に誘導する。 

（略） 

 

第３．危険物等災害応急対策 

３．危険物施設 

（１）陸上における消防機関の応急対策 

石油類等危険物取扱施設の応急措置については、関係事業

所の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者に対して、

次に掲げる措置を当該危険物施設の実態に応じて講じるよう

指導する 

 

（３）災害発生事業所等における応急対策 

①大量油の排出があっ

た場合 

●オイルフェンスの展張、その他排出された油の拡がり

を防止するための措置をとる。 

第３２節 災害種別毎応急対策 

第２．火災応急対策 

４．消防本部の活動 

（２）火災の初期消火と延焼防止 

火災が発生した場合は、消防団や自主防災組織を指揮し、

初期消火に努め、火災の延焼及び災害の拡大防止を図る。 

 

５．消防団の活動 

（４）避難誘導 

避難の指示等が出された場合は、関係機関と連絡をとりな

がら、住民を安全な場所に誘導する。 

（略） 

 

第３．危険物等災害応急対策 

３．危険物施設 

（１）陸上における消防機関の応急対策 

石油類等危険物取扱施設の応急措置については、関係事業

所の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者に対して、

次に掲げる措置を当該危険物施設の実態に応じて講じるよう

指導する 

 

（３）災害発生事業所等における応急対策 

①大量油の流出があっ

た場合 

●オイルフェンスの展張、その他流出した油の拡がりを

防止するための措置をとる。 

 

記述の適

正化 

 

 

 

 

 

実態に合

わせ修正 
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●損傷箇所の修理、その他引き続き油が排出されないよ

う防止するための措置をとる。 

（略） 

●排出された油の回収を行う。 

●油処理剤の散布により、排出油の処理を行う。なお、

油処理剤の使用については十分留意すること。 

（追加） 

②危険物の排出があっ

た場合 

（略） 

●薬剤等により、排出された危険物の処理を行う。 

（略） 

③宮城海上保安部、消防機関に対し、爆発性、引火性物品の所在施設、船舶の配置

及び災害の様態を報告し、その指揮に従い、積極的に消火活動及び排出油防除活

動を実施する。 

 
４．高圧ガス取扱事業所 

 

第４．海上災害応急対策 

１．目的 

海上災害が発生した場合、県及び関係機関は航行船舶及び沿

岸住民の安全を確保するため、人命救助、消火活動、流出油等

の拡散防止及び防除等に関し、関係機関がとるべき応急対策を

実施する。 

 

２．町の措置 

（略） 

流出油等の被害が沿岸に及ぶおそれがある場合は、必要に応

じ巡視警戒を行うとともに、防除作業については、関係機関に

協力する。 

 

３．宮城海上保安部の海上災害応急対策 

（２）海難救助等 

（略） 

（追加） 

 

●損傷箇所の修理、その他引き続き油が流出しないよう

防止するための措置をとる。 

（略） 

●流出された油の回収を行う。 

●油処理剤の散布により、流出油の処理を行う。なお、

油処理剤の使用については十分留意すること。 

●火気の使用制限を行い、ガス検知を実施する。 

②危険物の流出があっ

た場合 

（略） 

●薬剤等により、流出された危険物の処理を行う。 

（略） 

③宮城海上保安部、消防機関に対し、爆発性、引火性物品の所在施設、船舶の配置

及び災害の様態を報告し、その指揮に従い、積極的に消火活動及び流出油防除活

動を実施する。 

 
４．高圧ガス施設 

 

第４．海上災害応急対策 

１．目的 

海上災害が発生した場合、県及び関係機関は航行船舶及び沿

岸住民の安全を確保するため、人命救助、消火活動、排出油等

の拡散防止及び防除等に関し、関係機関がとるべき応急対策を

実施する。 

 

２．町の措置 

（略） 

排出油等の被害が沿岸に及ぶおそれがある場合は、必要に応

じ巡視警戒を行うとともに、防除作業については、関係機関に

協力する。 

 

３．宮城海上保安部の海上災害応急対策 

（２）海難救助等 

（略） 

●危険物が排出されたときは、その周辺海域の警戒を厳重にし、必要に応じて火災

の発生の防止、船舶の航行を制限し、又は禁止するなどの措置を行う。 

修正 
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（４）流出油等の防除 

（略） 

●防除措置を講ずべき者、政府本部及び関係機関等とは、必要に応じて緊密な情報

の交換を行い、もって迅速かつ効果的な防除措置の実施に資するよう努める。 

●危険物が排出されたときは、その周辺海域の警戒を厳重にし、必要に応じて火災

発生の防止、航泊禁止措置又は避難勧告を行う。 

●危険物の防除作業にあたっては、ガス検知器具による危険範囲の確認、火気使用

制限等の危険防止措置を講じ、火災、爆発及びガス中毒等二次災害の防止を図る。 

（５）海上交通安全の確保 

海上における治安を維持するため、次に掲げる措置を講ず

る。 

 

（４）流出油等の防除 

（略） 

●防除措置を講ずべき者、政府本部及び関係機関等とは、必要に応じて緊密な情報

の交換を行い、もって迅速かつ効果的な防除措置の実施に資するよう努める。 

●危険物が排出されたときは、その周辺海域の警戒を厳重にし、必要に応じて火災

発生の防止、航泊の航行を制限し、又は禁止するなどの措置を行う。 

●危険物の防除作業に当たっては、ガス検知器具による危険範囲の確認、火気使用

制限等の危険防止措置を講じ、火災、爆発及びガス中毒等二次災害の防止を図る。 

（５）海上交通安全の確保 

海上交通の安全を確保するため、次に掲げる措置を講じる。 

 

修正 
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第３章 災害復旧・復興対策 

第７節 激甚災害の指定 

詳細については、地震災害対策編 P.304 第３章 災害復旧・

復興対策 

「第７節 激甚災害の指定」「第５激甚災害指定基準」を準用す

る。 
 

第３章 災害復旧・復興対策 

第７節 激甚災害の指定 

詳細については、地震災害対策編 P.304 第３章 災害復旧・

復興対策 

「第７節 激甚災害の指定」「第５激甚災害指定基準」を準用す

る。 
 

 

記述の適

正化 
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（追加） 

 

第８節 災害対応の検証 

主管部署 総務課、防災対策室 

 

 重点項目 行政 住民・地域 民 間 事 業 所 

●検証の実施 ○   

●検証結果の防災対策への反映 ○   

●災害教訓の伝承 ○ ○  

 

詳細は、地震災害対策編 P.307 第３章 災害復旧・復興対策  

第８節 「災害対応の検証」を準用する。 
 

「宮城県

地域防災
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